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令和７年小牧市議会第２回定例会会議録 

 

① 令和７年６月18日第２回市議会定例会（第４日）を小牧市役所議事室に招集され

た。 

② 出席議員は次のとおりである。 

   １ 伊 藤 皇士郎          ２ 永 井 孝 典 

   ３ 猪 飼 健 治          ４ 黒 木   明 

   ５ 大 上 利 幸          ６ 阿 部 哲 己 

   ７ 余 語   智          ９ 佐 藤 早 苗 

  １０ 山 田 美代子         １１ 安 江 美代子 

  １２ 谷田貝 将 典         １３ 諸 岡 英 実 

  １４ 河 内   光         １５ 鈴 木 裕 士 

  １６ 石 田 知早人         １７ （ 欠 員 ） 

  １８ 星 熊 伸 作         １９ 加 藤 晶 子 

  ２０ 小 川 真由美         ２１ 小 沢 国 大 

  ２２ （ 欠 員 ）         ２３ 河 内 伸 一 

  ２４ 小 島 倫 明         ２５ 舟 橋 秀 和 

③ 欠席議員は次のとおりである。 

   ８ 佐 藤   悟 

④ 地方自治法第121条の規定により説明のため会議に出席した者は次のとおりであ

る。 

  市 長 山 下 史守朗   副 市 長 伊 木 利 彦 

  副 市 長 笹 原 浩 史   教 育 長 中 川 宣 芳 

  市 長 公 室 長 入 江 慎 介   総 務 部 長 長 尾 正 人 

  地域活性化営業部長 石 川   徹   市 民 生 活 部 長 落 合 健 一 

  健康生きがい支え合い推進部長  駒 瀬 勝 利   福 祉 部 長 江 口 幸 全 

  こども未来部長 川 尻 卓 哉   建 設 部 長 堀 場   武 

  都 市 政 策 部 長 舟 橋 朋 昭   上 下 水 道 部 長 笹 尾 拓 也 

  市民病院事務局長 竹 田 孝 一   教 育 部 長 矢 本 博 士 

  監査委員事務局長 松 浦 智 明   消 防 長 小 口 高 広 

  市 長 公 室 次 長 宇 野 嘉 高   総 務 部 次 長 古 澤 健 一 

  地域活性化営業部次長 伊 藤 加代子   市民生活部次長 小 川 真 治 

  健康生きがい支え合い推進部次長 永 井 政 栄   福 祉 部 次 長 山 本 格 史 
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  こども未来部次長 野 田   弘   建 設 部 次 長 矢 澤 浩 司 

  都市政策部次長 川 島 充 裕   上下水道部次長 三 品 克 二 

  市民病院事務局次長 堀 田 幸 子   教 育 部 次 長 岩 本   淳 

  会 計 管 理 者 舟 橋 知 生   副 消 防 長 高 橋 直 人 

⑤ 本会議の書記は次のとおりである。 

  事 務 局 長  小 川 正 夫  議 事 課 長 松 宮 克 哉 

  書 記 舟 橋 紀 浩  書 記 伊 藤   愛 

⑥ 会議事件は次のとおりである。 

 一般質問 

  １ 個人通告質問 

 議案審議 

  議案第57号 小牧市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

  議案第58号 小牧市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制 

        定について 

  議案第59号 小牧市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

        及び小牧市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

        する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

  議案第60号 指揮車の取得について 

  議案第61号 消防ポンプ自動車の取得について 

  議案第62号 自動フライヤーの取得について 

  議案第63号 真空冷却機の取得について 

  議案第64号 高機能消防指令設備・デジタル消防救急無線設備改修委託契約の締 

        結について 

  議案第65号 高速自動車国道中央自動車道西宮線と交差する小牧市管理の高速道 

        路跨道橋（大山橋）に係る撤去工事に関する実施協定の締結につい 

        て 

  議案第66号 事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について 

  議案第67号 小牧市道路線の認定について 

  議案第68号 専決処分の承認について 

  議案第69号 専決処分の承認について 

  議案第70号 令和７年度小牧市一般会計補正予算（第１号） 

  議案第71号 令和７年度小牧市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

  議案第73号 （仮称）小牧市立第一こども園建設工事のうち建築工事請負契約の 
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        締結について 

  議案第74号 （仮称）小牧市立第一こども園建設工事のうち機械設備工事請負契 

        約の締結について 

  議案第75号 財産の無償貸与について 

  議案第76号 財産の無償貸与について 

  議案第77号 令和７年度小牧市一般会計補正予算（第２号） 

 

 

（午前10時00分 開議） 

○議会事務局長（小川正夫） 

 ただいまの出席議員は22名であります。 

○議長（小島倫明） 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程については、配付いたしましたとおりであります。 

 日程第１、「一般質問」に入ります。 

 昨日に引き続き、個人通告質問を行います。 

 通告順に発言を許します。安江美代子議員。 

○１１番（安江美代子） 

 皆さん、おはようございます。それでは、議長のお許しをいただきましたので、２

項目質問をさせていただきます。 

 質問項目１、航空自衛隊Ｔ４練習機の墜落事故について。 

 令和７年５月14日、県営名古屋空港を離陸した新田原基地所属のＴ４練習機が15時

８分頃、犬山市の入鹿池に墜落し、お二人のパイロットが亡くなる事故が発生しまし

た。 

 亡くなられたお二人の御逝去を悼み、心より哀悼の意を表したいと思います。 

 次に、５月27日、市議会は、防衛大臣に申入れを行いました。 

 内容は、今回の事故の発生原因は現在のところ判明しておりませんが、過去におい

ては、航空自衛隊小牧基地を離陸直後、戦闘機が市内に墜落し、市民が巻き込まれる

事故が発生していることから、今回の事故は、自衛隊機に対する市民の不安を一層増

大させるものとなり、憂慮すべき事態である。国の平和と安全のため、自衛隊機を

日々運用する必要があることは十分に理解するところではあるが、今回のような事態

が再び起こらないよう、事故原因の徹底究明、機体機材の整備点検及び事故防止対策

の強化を図られるよう申し入れるとの報告がありました。 
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 私は、過去の戦闘機の墜落事故のことを先輩議員から聞いておりましたので、この

機会に市議会の50年史という雑誌を読んでみました。これまでに、昭和40年、昭和49

年に小牧市議会として決議をしていることが分かりました。昭和40年の決議の内容は、

全市民の悲しみと怒りを込めて小牧飛行場の即時移転を要求する。昭和40年３月29日

午後１時10分、この危惧は、ついに現実となって小牧を襲い、一瞬にして貴い命をす

ら奪い去った。ここに都市圏内にある航空基地の不当なる危険性が悲しくも露呈され

たのではあるが、躍進途上にある小牧市にとり、航空基地の所在が今や重大なる支障

となりつつあることは明白なる事実である。また、昭和49年には、決議文として昭和

49年７月８日、再び尊い市民の生命と財産が一瞬にして奪い去られた。全市民に大き

なショックを与え、不安と恐怖のどん底に陥れたことは、誠に遺憾であり、ここに強

く抗議し、重ねて次のことを要求する。 

 １つ、今回の事故原因を徹底的に究明し、今後の安全対策が確立されるまで、飛行

を中止すること。 

 １つ、犠牲者に対する補償は最大の善意と誠意を持って速やかに実施すること。 

 １つ、大都市の周辺の人口急増地帯に飛行場の存在することの危険性を重視し、速

やかに他の適地に移転することを決議する。 

 以上が、小牧市議会の決議文です。 

 今回の事故については、過去の事故の恐怖を思い起こすことになったと思います。

今回の事態が二度と起こらないよう、原因徹底究明、対策を強く求めます。 

 そこで、お尋ねいたします。 

 （１）５月14日に発生した事故について。 

 ア、事故発生からこれまでの市の対応についてお尋ねをいたします。 

 イ、入鹿用水からの取水影響はどのようになっているのかお尋ねをいたします。 

 以上、第１回目の質問とします。 

 答弁よろしくお願いします。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目１について答弁を求めます。 

○市民生活部長（落合健一） 

 それでは、質問項目１、航空自衛隊Ｔ４練習機の墜落事故について、（１）５月14

日に発生した事故についてのアで、事故からこれまでの市の対応についてであります。 

 このたび発生しました事故は、令和７年５月14日、新田原基地所属のＴ４練習機１

機が、県営名古屋空港を離陸後、15時８分頃、犬山市の入鹿池付近で監視レーダーか

ら消失し、その後、入鹿池に墜落したと判断されたものであります。 
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 この事故により、当該練習機に搭乗していたお二人の航空自衛隊パイロットの方が

お亡くなりになりました。改めて、謹んでお悔やみ申し上げますとともに、心から御

冥福をお祈りいたします。 

 今回の事故を受け、事故翌日の５月15日に、金子防衛大臣政務官が本市を訪問され、

市長が対応したところであります。 

 金子政務官から、市消防署による捜索活動などへの協力のお礼と、さきに申し上げ

ました事故の概要、現在の状況及び今後の措置について説明があり、市長から金子政

務官に対し、まだ発見されていないパイロットの救出を最優先にしていただくととも

に、航空機の安全運航に努めていただくよう要請をしたところであります。 

 その後、５月22日に防衛省より、２人のパイロットが亡くなったことを確認した旨

の報告を受け、現在においても捜索活動とともに事故原因の究明に懸命に取り組まれ

ている中ではありますが、５月27日、航空自衛隊小牧基地を通じて、防衛大臣に対し

て書面により申入れを行いました。 

 その内容は、パイロットお二人の御逝去を悼み、哀悼の意を表するとともに、過去

には自衛隊機が市内に墜落した事故も発生しており、市民の不安が増大していること

から事故原因の徹底究明と機体機材の整備点検体制及び事故防止対策の強化を図るよ

う申入れを行ったものであります。 

 以上であります。 

○地域活性化営業部長（石川 徹） 

 続きまして、イとして入鹿用水からの取水の影響についてのお尋ねでございます。 

 入鹿用水の水源である入鹿池は、農業用のため池で、小牧市における受益区域は、

久保一色、小松寺、文津、本庄、東田中、上末、下末となっております。 

 その受益面積の合計は、令和７年４月１日現在、約42ヘクタール、組合員数は264

人でございます。 

 お尋ねの５月14日に発生した墜落事故による入鹿用水からの取水の影響につきまし

ては、去る５月29日の中日新聞で報道のあったとおり、入鹿用水土地改良区は、防衛

省から提供された水質検査の結果が農業用水として使用することに問題がないことを

確認したとして、予定どおり６月１日から田植用の水を流すと公表をいたしました。 

 防衛省の行った水質検査は民間の専門機関に依頼し、約20項目について調査して、

いずれも問題がないことに確認したもので、水質検査は６月以降も継続するものであ

ります。 

 このように、入鹿用水土地改良区が水質検査の結果に問題がないことを確認し、予

定どおり６月１日に田植用の排水を開始したことから、入鹿用水からの取水の影響は
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ないものと認識しております。 

○１１番（安江美代子） 

 この件に関しましては、既に１か月たっているわけですけれども、日々刻々と新聞

報道などありまして、私も驚いたんですけれども、６月13日の中日新聞報道では、小

牧基地での飛行も13日以降に再開をすると、周辺自治体への説明も終えているという、

こういう記事が報道されました。 

 私は、この原因がまだ判明をしていない状況のときに、Ｔ４の飛行を中止するよう

に市長は申し入れるべきではないかというふうに思いますけれども、見解をお尋ねし

たいと思います。 

○市民生活部長（落合健一） 

 墜落事故以降、見合わせておりましたＴ４練習機の飛行につきまして、６月12日、

航空幕僚長の記者会見において、所要の対策を終了した機体及び操縦者から飛行の見

合せを解除すると発表があったところであります。 

 今回の事故原因につきましては、現在調査中ではあるものの、考え得る全ての要因

を踏まえ、全てのＴ４練習機について機体の健全性を確認するとともに、全ての操縦

者に対して安全管理や緊急時対応など教育訓練を実施することで飛行の安全を確保で

きると判断したこと、また、Ｔ４練習機は、新たな操縦者を養成するとともに、既存

操縦者の資格維持のためにも不可欠な機種であることから、飛行を再開するといった

ものであります。 

 このことは、６月10日に、東海防衛支局次長及び航空自衛隊小牧基地司令と市長が

面談した際に同様の内容の説明を受けたものでもあり、本市といたしましても、Ｔ４

練習機の飛行再開はやむを得ないものと考えております。 

 また、事故原因の徹底究明と事故防止対策の強化を図ることなどにつきましては、

さきの５月27日に、航空自衛隊小牧基地を経由して防衛大臣に申入れを行ったところ

でありますので、現時点では原因究明の調査状況を注視していきたいと考えておりま

す。 

○１１番（安江美代子） 

 ただいまの答弁で、６月10日に防衛省から説明があったことを御答弁されました。

このときに、市長が対応されたと思いますので市長にお伺いをしたいと思いますが、

市長はこの説明を聞いて、飛行再開はやむを得ないものと考えるということでした。

しかし、私、このときに、新聞報道にもありましたけれども、周辺自治体に説明して

理解を得られたところから、飛行再開という自治体の判断を求める話はあったのかど

うか、これをお尋ねしたいと思います。 
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○市長（山下史守朗） 

 航空自衛隊Ｔ４練習機の墜落事故、大変な事態でございまして、今回、入鹿池に墜

落ということでございました。改めて、亡くなられました２人のパイロットの方の御

冥福を心からお祈りを申し上げるところでございます。 

 一歩間違えば、住宅地、市民にも被害が出ていたかもしれない状況でありますので、

このことは大変、小牧市としても重く受け止めているところでありまして、航空自衛

隊、また防衛省に対しまして、この安全確保の徹底ということで、強く要請をしたと

ころでございます。 

 一方で、Ｔ４練習機の飛行再開ということにつきましては、航空幕僚長の会見、６

月12日でありますけれども、それに先立つ２日前に小牧市にも東海防衛支局次長と航

空自衛隊小牧基地司令が私を訪ねてこられまして、説明を受けたところでございます。 

 その説明は、事故原因の究明には至っていないけれども、考え得る全ての原因につ

いて、網羅的に全てリストアップをして、その全てに対して安全対策を講じるという、

いわゆる総当たりの形での今、安全対策を講じているところであるということで、こ

れにより安全確保の徹底を図って練習機の飛行再開をしていきたいというお話であり

ました。 

 我々の地域としては、空港を抱えておりますので、常に市民の皆様方の安全確保と

いうことで、その徹底を日頃からお願いをしてきているところでありますが、この航

空自衛隊の活動は我が国にとっても欠かすことのできない大変重要な活動任務であり

ますので、これは止めることができないということから、このＴ４練習機の飛行再開

はやむを得ないということを私としても認識をする中で、改めて安全確保の徹底につ

いて強く要請をしたというところでございます。 

 以上でございます。 

○１１番（安江美代子） 

 非常に微妙なところで、周辺自治体の判断でオーケーが出れば飛行するというふう

に、新聞記事ではそうだったんですけれども、実際の面談の中では、これは他の自治

体の話ですけれども、飛行再開はしますと連絡があっただけで、そこの自治体のトッ

プに了承を得るとか得ないとか、そういう話はなかったというふうに聞いております

けれども、今の市長のお話からいきますと、山下市長は、自治体の判断としてはやむ

を得ないということで了承したという理解でよろしいでしょうか。 

○市長（山下史守朗） 

 この自衛隊の活動は、当然繰り返しになりますけれども、我が国にとって大変重要

な活動だという認識がございまして、これは一自治体がその活動についていいとか悪
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いとか、活動を止めるというような判断ではなくて、やはり国において、その必要性

に基づいて判断がなされるべきものだというふうに思っております。 

 私どもとしては、安全確保については強く申入れをしておりますので、そのことに

ついて、安全確保対策について御説明があり、当然、これは全て安全対策を講じて飛

行していくというお話がございまして、防衛省としては、これは飛行再開が自衛隊の

活動にとって不可欠なもので必要であるから再開をしたいというお話でありまして、

そのことについては、私は理解をしたということでございます。 

 ですから私ども自治体が、飛行再開の是非について、自治体が許可を出したから再

開するとか、出さないから再開できないとか、そういった性質のものという理解を私

はしているわけではございません。 

○１１番（安江美代子） 

 新聞報道では、いかにもその自治体の長が飛行再開オーケーだよと、だから飛行再

開するんだよみたいな、そういうふうにも取られるような記事でしたので、確認をさ

せていただきました。 

 私は、市民の気持ちとしては、この墜落した原因の究明が最優先されるべきだとい

うふうに思っているんですね。もちろん過去にも２回、市議会でも決議文を出した市

民が巻き込まれた事故もあったということもあります。私は、飛行再開はその後にす

るべきだというふうに考えています。先ほども、市長申し上げられましたが、防衛省

によれば、今でもその墜落の原因については、答えられる段階にはないということで

す。ならば、飛行再開は、私は控えるべきだというふうに思うんですね。市民団体の

方々も求めているように、原因と対策が判明次第、今後、市民への説明会も必要だと

いうふうに考えますが、この点については、どのような見解を持たれているのかお尋

ねしたいと思います。 

○市民生活部長（落合健一） 

 現在、防衛省は事故原因の究明に向けて調査を進めておりますが、現時点では事故

原因に関する市への情報提供はありません。 

 今後、調査が進められ、詳細な事故原因が判明次第、その内容を精査し、周辺市町

と協議の上、防衛省への対応について検討したいと考えております。 

○１１番（安江美代子）。 

 まだ機体も入鹿池から引き上げられてないという状況だということも聞いています。 

それが終わって、初めて原因の徹底究明というのができるのかなというふうに思って

おりますけれども、ぜひとも事故の原因を明らかになった時点で、説明会も必要だと

いうふうに思いますので、何らかの形でよろしくお願いをいたします。 
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 そして、報道によると、墜落したＴ４練習機には、フライトレコーダーやボイスレ

コーダーが搭載されていなかったということです。したがって事故原因の究明も時間

がかかるという報道です。また、航空自衛隊が保有する全部のＴ４かな、749機の航

空機のうち、約４分の１にフライトレコーダーやボイスレコーダーが搭載されていな

いことが分かったという新聞報道がありました。市民団体の申入れにもありましたけ

れども、航空法でフライトレコーダーやボイスレコーダーを搭載を完了する、搭載を

することというのは、航空法で義務づけられているというふうに認識をしております。

これの搭載を完了するまでは飛行は再開しないこと、こういうことを市民団体も要望

があるんですけれども、私も全く当然のことだと思います。それで、ぜひ自治体の長

として、市民の生命と財産を守る立場から、ぜひ勇気を持って防衛省に、このことも

含めて求めていただきたいというふうに思います。これまでの答弁の中では、フライ

トレコーダー、ボイスレコーダーを全てのＴ４練習機に搭載するという話は出てこな

かったと思いますけれども、答弁を求めたいと思います。 

○市長（山下史守朗） 

 市民の安全確保ということは最優先であるべきということは、もちろんそのとおり

でありまして、市長の立場としては、当然その安全確保に向けて最善を図っていただ

くように防衛省に対して申入れをさせていただいているところでありまして、その立

場は間違いないところでありますが、ただ、安江議員がおっしゃってるのは、とにか

く原因がはっきりするまでは飛行再開は認めないんだと、そういうのもまた、これは

ちょっと極論でありまして、交通事故が起こったら全て車を止めろということもなか

なか難しいわけでありますので、これは、防衛省として、御説明に見えたときに、全

ての原因をツリー状に全て網羅的に明らかにして、それを示しをいただきました。そ

して、その全てに対して、いま一度点検をして、全ての原因にアプローチをするよう

な形での安全確保の徹底を図っているという御説明でありました。ですから、原因究

明は今お話があったように、このボイスレコーダーを搭載されてないという中で、実

際どこまで今後可能であるかどうかということも私も分かりませんけれども、そうな

りますと、この再開のめどが立たないと、いつまでたっても再開できない、このこと

は我が国の防衛上も、やはり大きな問題になりますから、ある意味、さらに大きな市

民の安全確保に課題が生じるということでもありますので、そういう点で防衛省の今

回の飛行再開の判断は考え得る全ての安全確保対策を徹底した上で飛行再開したいと

いうことでありましたから、その安全確保について強く要請をする形で、私としては、

その説明には一定の理解を示させていただいているところでございます。 

 引き続き、原因究明に向けて御努力をされると思いますが、今後とも小牧市民の安
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全確保に向けて、小牧飛行場の安全な運行について、引き続き防衛省や小牧基地や関

係の各方面に要請を強くしてまいりたいというふうに考えております。 

○１１番（安江美代子） 

 最後に、地元の自治体として、市長も言われました最優先にしていただきたいこと

は、市民の安全だというふうに思います。このことを、私、自衛隊の今回のＴ４の練

習機の再開に当たっては、今、フライトレコーダー、ボイスレコーダー搭載されてい

なかったということについても、非常に遺憾に思いますけれども、ぜひ全てのＴ４に

は、フライトレコーダー、ボイスレコーダー搭載して、さらなる安全確保ができる、

そういうことも含めて自治体として申し入れることは、市民の安全確保はもちろんで

すけれども、航空自衛隊のこの飛行機に乗られる自衛隊員の方々の命を守ることにも

つながるということだというふうに思っておりますので、今後もよろしくお願いした

いと思います。 

 これで、質問項目１を終わります。 

 次に、質問項目２、物価高騰対策についてです。 

 長引く物価高騰は、市民生活に大きな影響が出ています。主食であるお米の値段は、

ほとんど下がっていません。備蓄米が放出され、５キロ2,000円というお米も出てき

ましたが、なかなか私たちの手に入らないのが実態ではないでしょうか。 

 今、政府は夏の参議院選挙に向けてか、給付金を配るなどの声も聞こえてきました。

しかし、賃金は上がらない、年金は上がらない中で、本当に暮らしが大変な状況、日

本中そうだというふうに思っています。 

 私は、国の交付金を待っているだけではなく、自治体でできることは少しでも実施

をするべきだと思います。 

 そこでお尋ねしたいと思います。 

 （１）市独自の対策について。 

 令和７年第１回定例会以降、物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金の使途は、

どのようになっているかお尋ねをいたします。 

 （２）公平性のある対策について。 

 新聞報道では、東京都議会は、一般家庭における水道基本料金の４か月間無償化を

可決しました。都は、光熱水費の負担を軽減することで、夏にエアコンの利用を控え

て熱中症にかかる人を減らす狙いがあるというふうな報道です。４か月間の基本料金

の無償化によって、１世帯当たり5,000円程度の負担軽減になるといいます。 

 本年第１回定例会でも提案しましたが、公平性のある対策を見える形で実施するべ

きではないでしょうか。小牧市でいえば、２か月なら約１億円、４か月なら約２億円、
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６か月なら約３億円でできます。国の交付金に一般財源をプラスして全市民に行き渡

る対策を求めます。 

 市長の見解を求めます。 

 第１回目の質問とします。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目２について答弁を求めます。 

○市長公室長（入江慎介） 

 それでは、質問項目２、物価高騰対策について、（１）市独自の対策について、物

価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の使途についてであります。 

 令和７年第１回定例会の日本共産党小牧市議団の代表質問におきまして安江議員に

答弁しましたとおり、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金につきましては、国

の令和６年度補正予算において、本市においても交付限度額として１億9,000万円余

が通知されました。 

 本市では、この交付金の趣旨を踏まえ、エネルギー、食料品価格などの物価高騰の

影響を受けた生活者支援、事業者支援の視点から、私立保育園等給食費軽減対策支援

補助金、こまきプレミアム商品券、小中学校の給食費の３事業を充当事業として選定

し、令和６年度補正予算及び令和７年度当初予算に計上し、予算をお認めいただきま

した。 

 その後、この交付金を活用する事業の候補として、本市の経済状況や地域課題など

を踏まえ、さらに数事業を選定しました。 

 その事業の内容でありますが、新たなボランティア参加への挑戦を後押しするボラ

ンティアチャレンジ事業や、市制70周年記念として実施するバーチャルウオーキング

大会において、この交付金を活用して、参加者に市内限定商品券を配布いたします。 

 このほか、低所得世帯への給付金の支給事業に係る事務費や、学校施設などの電気

代高騰分の支援についても候補事業として選定し、今月上旬に国に実施計画を提出し

たところであります。 

 なお、５月27日に、国の令和７年度一般会計予備費の使用が閣議決定され、この交

付金が1,000億円増額されることになり、本市には交付限度額として3,200万円余の通

知がありました。 

 この追加交付分につきましては、２学期からの小中学校の給食費の保護者負担額の

さらなる引下げに活用することとして、今定例会に補正予算案を追加上程させていた

だいたところであります。 

 以上であります。 
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○総務部長（長尾正人） 

 続きまして、（２）公平性のある対策について、令和７年第１回定例会で提案した

水道料金の基本料金減免を実施すべきと思うが見解についてのお尋ねであります。 

 物価高騰対策につきましては、令和７年第１回定例会の日本共産党小牧市議団の代

表質問で安江議員にお答えしましたとおり、本市はこれまでにも水道料金の基本料金

の免除や子育て世帯臨時特別給付金への市独自の上乗せ、公立小中学校に通う多子世

帯の第２子中学生、第３子以降、小中学生の給食費の無償化など様々な生活支援策を

講じてまいりました。 

 今後も国や県の動向を注視しながら、経済状況等を踏まえ、本市の実情に応じて総

合的な検討をする中で、適切な生活支援策を講じてまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

○１１番（安江美代子） 

 答弁いただきました。この物価高騰の問題は、本当に今、日本中で、全てのところ

で起こっている問題です。根本的には、私は政府の責任だと思っています。追加の交

付金があったということで、補正予算にも上程されておりますけれども、約3,200万

円の使い方で、学校給食費の補助として１食30円から70円に補助を増やすということ

です。これは私も大賛成です。 

 私は、どうしても水道料金をというわけではないんですよ。やっぱり今の市民生活

のこの大変さに何か市独自として支援ができないのかということで、今、様々な支援

策言われましたけれども、なかなかやっぱり全市民に公平性のあるものではないとい

うふうに思っています。ですから、やはり市独自で市民生活を応援する施策が必要で

はないかと思うんです。だから、再度質問をさせていただきました。 

 他市では、いろいろな施策があるとも聞いております。例えば、日進市など5,000

円分のお米券を配るとか聞いております。東京都は、先ほど言いました水道料金です。

私は、しつこいようですけれども、全市民にやっぱり公平性のある支援策、これをぜ

ひとも考えていただきたいということで、今後も総合的に考えられるという答弁あり

ましたけれども、この点について、国からの交付金がないから、まだそういうことは

考えてないよということではなくて、確かに国からの交付金は少な過ぎるというふう

に私も思います。だけども、やっぱりここは市独自として何かということも実際に検

討に入ってほしいというふうに思うんですね。この点について、もう一度答弁いただ

きたいというふうに思います。 

○総務部長（長尾正人） 

 物価高騰対策につきましては、先ほどの答弁の繰り返しとなりますが、国や県の動
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向を注視しながら、経済状況等を踏まえ、本市の実情に応じて総合的な検討をする中

で適切な生活支援策を講じてまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

○１１番（安江美代子） 

 はい、ぜひよろしくお願いします。 

 水道料金基本料金、小牧市でいえば２か月分で2,337円、これ４か月分だと約4,674

円ですね。ぜひ、全世帯に行き渡る施策を強く求めて全部の質問を終わらせていただ

きます。ありがとうございました。 

○議長（小島倫明） 

 次に、伊藤皇士郎議員。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 議長のお許しをいただきましたので、先に通告をしてあります項目２点について質

問をさせていただきます。 

 質問項目１、出産支援の充実についてであります。 

 先日、厚生労働省の統計が発表され、令和６年度の全国の出生数が68万6,000人余

りとなりました。 

 これは、昨年度の出生数から４万人以上減ったということになります。まさに未曽

有の少子化社会となっていることを痛感します。この要因は様々あると思いますが、

日本財団の調査によると、子どもを持たない理由として、経済的な負担が大きいから

という答えが最も割合が高いという結果でした。 

 ここから読み取れるのは、将来に対する不確実性により、子どもを産み育てる自信

がないという人が増えていることであると考えます。そのような社会の中でも、子ど

もを産み育てるという選択をしていただいた全てのご家庭、そしてお母様に、私は一

人の日本人として心からの敬意と感謝を持っています。ありがとうございます。 

 私たち、政治に関わるものは、次世代に美しい国を、このまちを引き継いでいくた

めに、今何をすべきかを考える必要があると思っています。 

 一方で、現在、出産費用は平均で60万円ほどの費用が発生します。出産一時金とし

て50万円ほどの支援金が支給されますが、手出し金額として10万円ほどが発生してし

まいます。先ほどお話をしたとおり、ただでさえ不確実な時代に出産をしてくださる

御家庭に対して、金額面での負担を発生させてしまうことはおかしいと私は思います。 

 現在、国会では出産費用の無償化に向けて議論が行われており、早ければ来年度か

ら無償化がされる方向性となっています。病院経営に与える影響への懸念など、課題

もまだまだ残されていますが、非常に有意義な政策となるのではないかと思っていま
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す。 

 ただし、議論の中では、無痛分娩については無償化の対象外となる方向で進んでい

ます。現在、無痛分娩は、母体の心身の負担軽減や分娩時の安全性の向上に一定の効

果があるとされています。欧米諸国では、実施率が70から80％に対し、日本の場合は

年々増加傾向にあるものの、10％程度となっています。 

 東京都の調査によると、無痛分娩を行わなかった理由の中で、金額が高く行えなか

ったという理由の割合が多くを占めていたとのことです。 

 そこで、本市の出産支援の充実に向けた質問をさせていただきます。 

 （１）本市における出産環境の現状認識について。 

 ア、無痛分娩に対応できる医療機関は何か所あるかお伺いします。 

 イ、市内の年間出産件数における無痛分娩の実施割合についてお伺いします。 

 （２）無痛分娩の実態の把握状況について。 

 妊産婦や家族から無痛分娩に関する要望は上がっているかお伺いします。 

 （３）無痛分娩への経済的支援の検討について。 

 無痛分娩は、全国平均で10万円前後の費用がかかるといわれています。費用面の負

担軽減を図るため、無痛分娩費用に対する補助制度の創設や既存の出産支援策に加え

る考えはあるかを伺います。 

 以上、御答弁のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目１について答弁を求めます。 

○こども未来部次長（野田 弘） 

 質問項目１、出産支援の充実について、（１）本市における出産環境の現状認識に

ついてのア、無痛分娩に対応できる医療機関は何か所あるかについてであります。 

 市内で出産を取り扱う医療機関は、小牧市民病院のほか、民間の産婦人科クリニッ

ク２か所の合計３か所でありますが、そのうち無痛分娩に対応できる医療機関は２か

所であります。 

 次に、市内の年間出産数における無痛分娩の実施割合について。 

 令和６年度の出産数は、市内の３か所の医療機関の合計で1,598件ありました。そ

のうちの無痛分娩の件数は、２か所の医療機関の合計で413件でありますので、無痛

分娩の実施割合は25.8％になります。 

 なお、この件数には、本市以外にお住まいの方も含まれております。 

○こども未来部長（川尻卓哉） 

 続きまして、（２）無痛分娩のニーズと実態の把握状況について、無痛分娩に関す
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る要望は上がっているかのお尋ねであります。 

 市に対して、妊産婦やその家族から無痛分娩に関する要望は今のところありません。 

 また、市内で無痛分娩を実施している民間の産婦人科クリニックに聞き取りをした

ところ、無痛分娩に関する要望はありませんが、積極的に無痛分娩を推奨しているわ

けではないが、市内外から無痛分娩を希望して来院される方が見えるとのことであり

ました。 

 続きまして、（３）無痛分娩への経済的支援の検討について、無痛分娩費用に対す

る補助制度の創設や既存の出産支援策に加える考えはあるかのお尋ねであります。 

 国は、先頃、正常分娩を公的医療保険の適用対象とし、自己負担をなくすことを目

指して、来年度をめどに標準的な出産費用における自己負担の原則無償化を実現する

方針を発表しましたが、無痛分娩は無償化の対象外となっております。 

 国が３年ごとに実施する医療施設調査・病院報告の概況調査によれば、出産の際、

無痛分娩を選択する妊婦は増加傾向にあり、その割合は2020年が8.6％であったのに

対し、2023年は13.8％に増加しております。 

 無痛分娩を実施した施設も、2020年が505件であったのに対し、2023年が602件に増

加しております。 

 無痛分娩を選択する妊婦は増加傾向にあるものの、麻酔を使った無痛分娩はデメリ

ットもあり、麻酔薬の影響で陣痛が弱まり分娩が遅れてしまうと、陣痛促進剤や吸引

分娩が必要になったり、麻酔が十分に効果を発揮せず、痛みが軽減されないケースも

報告されております。 

 また、母子が死亡したり、重い障がいを負ったりする事故が起きていることも報告

されており、無痛分娩を選択する際には、事前に医師とよく相談し、検討する必要が

あります。 

 無痛分娩費用に対する補助につきましては、2017年度から群馬県下仁田町が、本年

10月からは、東京都が実施することは把握しておりますが、無痛分娩には先ほどのよ

うなデメリットもありますことから、本市では、無痛分娩費用に対する補助制度につ

いては、今のところ考えておりません。 

 今後の動向を十分に見極め、調査研究してまいりたいと考えております。 

 以上になります。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 御答弁ありがとうございます。 

 市内では、無痛分娩に対応できる施設は２施設であるということが分かりました。 

 また、無痛分娩の割合は小牧市外の方も含まれているとはいえ、25.8％、国の平均
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の２倍ほどあるということに驚きました。逆に言えば、それだけニーズとしては高い

ということが読み取れるのではないかなと思います。 

 支援については、今後の動向を見ながら調査をしていくとのことでした。先ほどの

答弁の中でもお話しいただいたとおり、東京都をはじめ、地方でも無痛分娩の費用助

成が始まっており、徐々に支援拡大に向けた動きが広まっております。 

 小牧市民の多子世帯のお母さんである私の友人からは、無痛分娩が安くできるんだ

ったら、次、出産するときは絶対に使いたいという声は私の元には届いております。 

 そこで質問します。 

 （２）の答弁として、支援策について妊産婦や家族からの要望は上がっていないと

いうことでした。御家庭への聞き取りはどのように行っているのかお尋ねします。 

○こども未来部長（川尻卓哉） 

 乳児家庭全戸訪問として、助産師が生後１か月から４か月頃の乳児とその母親を訪

問する際には、親子健康手帳から分娩状況を確認しながら母親の健康状態や産後の回

復状況、また、乳児の体重測定や発育、発達の状況などを確認しております。 

 以上になります。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 御答弁ありがとうございます。 

 助産師訪問の際にヒアリングをしているということでしたが、分娩方法を聞いてい

るというところで、実際にそういった分娩のニーズだとか、そういったことについて

は聞き取りができていないのかなと思いました。 

 ただ、東京都の調査では、対象者に直接アンケートを取っており、やはり当人から

聞かなくては本当の意見は出てこないと思います。母子健診の際や親子講座などの際

に職員さんが出向いていただいて、アンケートを取っていただくことを要望します。 

 ここまでの質問から、私が無痛分娩を推進していきたいように捉えられるかもしれ

ませんが、決してそうではありません。出産を控えている御家庭が、正しい知識を身

につけた上で無痛分娩の選択をしたいとなったときに、お金がネックにならないため

に今回取り上げさせていただいております。 

 そこで質問します。 

 現在、小牧市として無痛分娩をはじめとした出産に関する知識を提供する場の設定

はされているのかお伺いいたします。 

○こども未来部長（川尻卓哉） 

 本市では、妊婦やそのパートナーが出産や育児に対する正しい知識を身につけ、安

心して出産、子育てを迎えられるよう子育て世代包括支援センターにおいて、幾つか
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の講座を開催しております。 

 親子健康手帳交付時に、妊娠、出産、子育ての情報を妊婦の皆さんにお届けしてお

り、その中には、これらの講座の申込みＱＲコードを印字した一覧をお渡しして周知

を図っております。 

 妊婦とその家族の応援講座としては、「あつまれ！！たまごファミリー講座」を開

催し、産後に役立つ赤ちゃんとの関わり方についての講話や情報を紹介しております。 

 このほか、多胎妊婦や多胎育児家庭の交流情報交換を行う「ツインプルファミリー

講座」や、産前のママの心と体を整える「産前ヨガ講座」を開催し、多くの場面で出

産に関する情報を提供しております。 

 以上になります。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 ありがとうございます。 

 出産に関する情報は、様々な場面で提供されているとのことでしたが、ただし、無

痛分娩に関する情報に特化した情報は提供されていないようにお見受けします。ニー

ズも増えていることですし、そうしたリーフレットの作成も御検討いただければと思

います。 

 最後に、市長にお尋ねします。 

 市長が掲げられた「こども夢・チャレンジＮｏ．１都市」として、本市は様々な子

育て施策を行ってまいりました。このすばらしさは、私自身、様々なところで耳にす

るところです。子育てをするために、わざわざ小牧市に引っ越してきたという人が、

私の周りにもいらっしゃいます。こうした次の一手として、出産に対する支援として、

無痛分娩の費用助成施策は、今後の小牧の都市ブランド力の向上にとっても有効的で

はないかなと思っております。先日の一般質問でもあったように、現在、小牧市の出

生数は900人前後となっています。仮に、そのうちの半分の方が全額補助をしたとし

ても、１回の無痛分娩が大体10万円前後だというふうに計算すると、4,500万円ほど

の予算で実施できる施策であります。 

 以上を踏まえて、市長の補助制度に対する見解をお伺いします。お願いします。 

○市長（山下史守朗） 

 今、出産への支援ということで、特に無痛分娩の現状について触れていただきなが

ら、その課題などについてお話をいただいたところでございます。 

 伊藤議員も質問の中で述べられたように、若い世代、若い世代とは限りませんね、

出産ができる世代、出産をしようとされる、その結婚出産の年齢の皆さん方は、やは

り昨今の経済状況の中で非常に結婚や出産や育児において、やはり負担感を感じられ
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る家庭も増えてるんじゃないかなというふうに思います。 

 私も、以前から申し上げているように、やはり結婚や出産という選択をするときに、

経済的な負担感というのが足かせになることのないようにということは、非常に重要

なことだというふうに思っております。ですから、いろんな状況ありますけれども、

少なくとも経済的な負担というものは、社会全体で負担をしていくことが望ましいと

いうことを常々申し上げているところでございまして、子どもを持つことへの、お金

が原因でそれを諦めることのないように、諦めなくてもいい、そうした社会をつくっ

ていくということが必要だということを思っております。 

 そうした点で、様々な施策をこれまで小牧市としてやってまいりました。国が、や

はり第一義的には、全国的に対応すべきだというふうに思っておりますし、特にその

大きな部分を占める高等教育等の無償化など、少しずつ進んでおりますけれども、ま

だ課題のあるところもございますが、そうしたことについては国で対応していただき

たいと思っておりますが、市でできることはやっていこうということで、これまで一

つ一つ対応してきたところでございます。 

 無痛分娩に対して、やはりこの経済的な負担感ということで諦めることのないよう

に、選択肢の一つに置けるように、市として新たな支援ができないかというそうした

御提案でありますけれども、今いろんな課題があって、いろんな部分でまだまだ経済

的な負担感を出産や子育てに感じるというところがありますので、そうしたメニュー、

どこに優先をして、それを手当していくべきかということについて、幅広に検討しな

がら、今進めているところでございますので、今この段階で私も無痛分娩に対して支

援をする、しないということをちょっと申し上げることができませんが、それも一つ

の必要なことだということについては、私も理解をしますし、国、県、市と、いずれ

か何らかの形で、やはり選択肢としてそれぞれの方が選択できるように、経済的な負

担を和らげていく、そうしたことについては、今後そうした形になっていくのが望ま

しいというふうに私も思っております。 

 ただ、現時点で小牧市がすぐそれについて取り組んでいけるかどうかということに

ついては、ちょっと現時点では申し上げられませんので、そのことも含めて小牧市の

少子化対策や子育て支援の在り方として、いかに充実させていけるのかということに

ついて引き続き努力をしてまいりたいというふうに考えております。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 市長、御答弁ありがとうございました。 

 そうですね、今すぐにという答えは僕も求めていないですが、必要性というところ

は御認識いただいているということで、ありがとうございます。 
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 いずれにせよ、国の動向によって、今後の出産環境は大きく変わってまいります。

子どもの出生数は減り続けることに伴い、産婦人科の数が徐々に減っているという負

のスパイラルが起きています。 

 やはり、将来への先行き不安な社会をつくってしまった国政の失敗であるとも思い

ます。そうした中で、少しでも子育てに関する不安を軽減していくために、これから

の政策が重要です。市民にとって、揺り籠から墓場まで小牧で暮らしてよかったと、

さらに思えるまちにしていくために、皆さんと共に、小牧市民、そして行政の皆さん

と共にこれからも考えていきたいです。 

 以上で質問項目１を終わります。 

 続きまして、質問項目２、教育関連費用の家庭への支援についてであります。 

 私が、議員になった大きな理由の一つに、家庭の経済格差が子どもの体験格差、学

習格差になっている社会ではいけないという思いがあります。 

 私が大学生のときにサッカーのコーチをしていた際、子どもに尋ねました。君はな

んでサッカーを始めたのと。その子は答えました。僕は、本当は別の習い事がやりた

かったんだ、でも場所が遠いし、お金がもっとかかるから駄目って言われて、でもサ

ッカーなら近くだし、費用も安いから通わせてもらえてるんだ。その子の家庭は、決

して裕福ではなく、スパイクもボールもぼろぼろのものを使っていました。周りの同

級生たちがクラブチームに進む中、その子は実力がありながらも、経済的な問題があ

りサッカーをやめてしまいました。 

 一方、経済的に豊かな、豊かかどうか社長さんの息子だか、そういうことですね、

豊かな家庭の子どもは他のスクールにも通いながら、性能のいいスパイクを履いてめ

きめきと上達をしていき、高校生になってからも活躍をしていました。もちろん、も

ともと子どもの持っているポテンシャルが違うということはあると思います。しかし、

もっとよい環境を用意できれば、途中でやめてしまったその子の才能はさらに伸ばせ

たんじゃないかなというふうに思うのです。 

 子ども自身が、学びたいことを学びたい環境で学べて、将来を自由に選択できるよ

うな社会にしていく必要があると思います。 

 日本政策金融公庫による令和３年度教育費の実態調査によると、家庭の経済状況と

子どもの教育関連支出に関する調査結果が掲載されていました。そこには、世帯年収

階層別に見た世帯年収に占める在学費用、いわゆる教育に係る全ての費用についての

割合を見ると、200万円以上400万円未満の世帯の平均在学費用は、90.6万円ですが、

負担割合は26.7％で、年収の約４分の１を占めています。逆に、世帯年収800万円以

上の世帯では、151万円の支出がありながらも、負担割合としては11.6％にとどまり
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ます。 

 このことからも分かるように、生活が苦しい家庭であるほど、子どもへの教育関連

支出を何とか捻出していることが分かります。 

 また、文部科学省の令和５年度子どもの学習調査の結果でも、世帯の年収が高いほ

ど学校外活動費に対する支出が多いという結果が出ていました。 

 これは、将来の学習格差、社会的格差の固定にもつながる深刻な問題であると考え

ます。 

 以上を踏まえて質問します。 

 （１）本市の家庭における学校外教育関連費用の現状について。 

 ア、世帯所得別に見た学習塾、習い事等への支出の把握状況についてお伺いします。 

 イ、放課後や休日における学習体験活動支援の現状についてお伺いします。 

 （２）学校外における教育バウチャー制度について。 

 バウチャーとは、使用用途を限定したクーポンのようなものです。使用用途を限定

することによって、配布した側の意図した利用方法を取っていただけるものとなりま

す。 

 それを踏まえた上で、ア、把握されている他自治体の導入事例についてお伺いしま

す。 

 イ、導入の必要性に対する認識についてお伺いします。 

 以上、質問項目２、１回目の質問とさせていただきます。御答弁のほどよろしくお

願いします。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目２について答弁を求めます。 

○こども未来部次長（野田 弘） 

 質問項目２、教育関連費用の家庭への支援について（１）、本市の家庭における学

校外教育関連費用の現状についてのア、世帯所得別に見た学習塾習い事などへの支出

の把握状況についてであります。 

 本市では、これまでに学習塾や習い事への出費に関する調査は行っておりませんが、

毎年実施しております、少年の生活意識と行動への実態調査において、学習塾や習い

事の頻度について調査をしております。 

 令和６年度は、小学５年生、中学２年生、高校１年生、約1,800人を対象に実態調

査を行い、その調査結果では、１週間に何日学習塾や習い事などへ行っているかの問

いに対して、小学５年生では、行っていないが29.7％、１から２日が35.3％、３から

４日が22.8％、５日以上が10.2％で、中学２年生では、行っていないが34.0％、１か
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ら２日が38.9％、３から４日が18.6％、５日以上が7.7％で、小中学生の約７割が学

習塾や習い事などへ行っているという結果でした。高校１年生では、行っていないが

78.6％、１から２日が17.6％、３から４日が2.6％、５日以上が0.6％で、学習塾や習

い事などへ行っている人は約２割でした。 

○こども未来部長（川尻卓哉） 

 続きまして、イ、放課後や休日における学習体験活動支援の現状についてでありま

す。 

 本市では、「こども夢・チャレンジＮｏ．１都市宣言」の実現に向け、様々な取組

を実施しており、心豊かでたくましい子どもを社会全体で育むことを目的とし、地域

の方や企業団体の方の協力を得て、放課後や休日における児童生徒の様々な体験活動

を支援しております。 

 主な事業としまして、放課後子ども教室や、放課後子ども教室と児童クラブが一体

で活動する放課後子ども総合プラン、物づくりや料理、将棋やダンスなど、休日に公

共施設などを利用して行う学校外体験活動ジュニアセミナー、自然観察や兒の森の散

策などの自然体験活動、こまきこども未来館の体験広場や、こまきこども未来大学の

多種多様な講座や体験活動があります。このほかにも、ジュニア育成文化活動、ジュ

ニアスポーツ、えいごハウスなどがあります。 

 また、学習意欲があっても学力の定着が進んでいない中学生を対象に、元教員や大

学生などの協力を得て、無料の学習塾、駒来塾を開設し、学習支援を行っております。 

 以上になります。 

○こども未来部次長（野田 弘） 

 次に、（２）学校外における教育バウチャー制度についてのア、把握されている他

自治体の導入事例についてであります。 

 学習塾やスポーツ・文化に関する習い事などに対する助成事業を実施している自治

体については、県内では大府市、県外では、大阪市、千葉市、福岡市、吹田市、つく

ば市などの事例があります。制度の内容につきましては、自治体により様々です。対

象年齢は、中学生が多く、一部の自治体では小学５年生から対象としており、多くの

自治体が、児童扶養手当全部支給世帯や生活保護世帯などの所得制限を設けておりま

す。対象となる活動は、学習塾のみとしている自治体やスポーツ教室、文化教室など

幅広い活動を対象としている自治体もあります。 

 助成金額は、月額5,000円から１万円の範囲内で、支給方法は電子クーポンや銀行

振込など様々であります。 

○こども未来部長（川尻卓哉） 
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 続きまして、イ、導入の必要に必要性に対する認識についてのお尋ねであります。 

 本市は、「こども夢・チャレンジＮｏ．１都市宣言」に基づき、経済的な理由で夢

を諦めることがないよう、市独自の子どもの夢を応援する様々な取組を拡充しながら

実施しております。 

 そのうちの支援では、幼年期から小中学生のみならず、経済的に恵まれない中学生

が高等学校などへ進学する際に、入学準備金を交付する奨学金交付事業や、青少年の

夢へのチャレンジを育み応援する大学生等海外留学奨学金、独り親家庭大学入学支援

金など、高校生、大学生へと続くもので、切れ目ない支援を行っております。 

 また、学習意欲があっても学力の定着が進んでいない中学生を対象に、無料の学習

塾、駒来塾を開設し、学習支援を行っているほか、こまきこども未来館の体験ひろば

では、未来リテラシーを育むをコンセプトに、民間の学習塾や習い事だけでは得られ

ない子どもたちの好奇心や探求心を刺激する様々な体験の場を提供しております。 

 併せて、多くの企業や団体に参画いただいております、こまきこども未来大学につ

きましても、多種多様な講座によりＳＤＧｓや社会について学ぶ機会となっており、

これらの取組は高く評価をいただいております。 

 本市では、本年３月に小牧市こども計画を策定しておりますが、この計画の策定に

当たって、子ども・子育てに関するアンケートを実施しております。 

 アンケート結果では、就学している子を持つ保護者への子どもの放課後や休日の時

間をどのような場所で過ごさせたいかの問いに対し、平日については、友達と自由に

過ごすの回答が最も多く、次いで、自宅で学習や読書、自宅で自由に過ごすであり、

習い事は４番目でありました。 

 また、休日については、家族と外出するが最も多く、次いで、友達と自由に過ごす、

自宅で自由に過ごす、自宅で学習や読書であり、習い事は５番目でありました。 

 このことから、平日・休日とも家族や友達と過ごす時間を大切にしたいと考えてい

る保護者が多いと判断しております。今後も主体となる子どもたちや保護者のニーズ

を把握しながら子ども施策を進めていきたいと考えておりますので、学校外における

教育バウチャー制度の導入については、今のところ考えておりません。 

 以上になります。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 御答弁ありがとうございます。世帯所得別に見た調査は行っていないものの、小中

学生の７割以上が学習塾や習い事をしているとのことでした。 

 この７割の中にも、家計支出を何とか削りながら費用を捻出されている御家庭があ

ることが予想されます。実態を把握するための調査について、御検討いただくよう要



                                 （概要版） 

－23－ 

望いたします。 

 さらに、各種再質問をさせていただきます。 

 小牧市では、ジュニアセミナーなどを通して、子どもに学校外体験学習の場を提供

しているとのことでした。体験の入り口としては、とても有効的であると思います。

ジュニアセミナーの講座数と受講者数についてお尋ねいたします。 

○こども未来部次長（野田 弘） 

 小中学生を対象とした学校外体験活動ジュニアセミナーにつきましては、令和６年

度は27講座を開催し、受講者数は379人でありました。 

 今年度は26講座を予定しておりましたが、１講座において、応募者数が少なく中止

としたため、25講座を開催いたします。 

 現在、受講料の支払期間のため、受講者数の確定はできておりませんが、４月の募

集期間において、463人の申込みがありました。 

 以上です。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 御答弁ありがとうございます。昨年度は379人の参加があり、本年はそれ以上の人

数が集まるペースであるということでした。 

 先日、チラシをいただきましたが、とても見やすい、とてもいいチラシですし、施

策としてはとてもよいものであると思います。 

 続いて、先ほど駒来塾についても答弁がありましたが、駒来塾の開設箇所と参加人

数についてお伺いいたします。 

○こども未来部次長（野田 弘） 

 令和６年度につきましては、４会場で実施しており、参加生徒数は104人でありま

した。 

 今年度は、新たにふらっとみなみを南部会場として開設し、現在５会場で実施して

おり、参加生徒数は５月末時点で90人であります。 

 例年、１学期を終えて学習に不安を持つ生徒が２学期に向け入塾する機会を設ける

ため、夏休み期間に見学会や面談を実施しており、参加生徒数は今後増える見込みで

あります。 

 以上です。 

○１番（伊藤皇士郎） 

 駒来塾についても御答弁いただきました。令和６年度の小牧市の小学生の人数が

7,211人、中学生は3,966人、合わせて１万1,177人であることに対して、中学生が対

象となっている駒来塾の通っている生徒の割合では2.6％、ジュニアセミナーでは
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3.4％となってます。数として、これは足りているのかというところは疑問ですが、

両者とも目的を持って開設されているものですし、こちらについては引き続き推進を

していただければと思います。 

 一方で、行政の限界というものがあると思います。具体的には、さらにレベルの高

いことを学ぼうとした際の場の提供が難しいこと、また、場所の制約があります。行

政主催の講座が行われる会場の近くに住んでいる子どもであれば利用できるかもしれ

ませんが、そうでない子どもはどうなるのでしょうか。だからこそ、比較して数が圧

倒的に多い民間の塾やスクールに通えるような支援制度が必要であると思います。 

 来年度から、国の施策として給食費が無償化される予定です。過去の一般質問でも

明らかにされているように、今、給食費補助として支出されている1.3億円余りが今

後浮いてくることになると思います。こうした予算をしっかりと再び子ども施策に充

ててほしいです。 

 ここでは、あえて市長にはお尋ねしませんが、全ての子どもが自分の将来を描ける

まち「こども夢・チャレンジＮｏ．１都市」となるために、支援新制度を要望して全

ての質問を終わります。 

 ありがとうございます。 

○議長（小島倫明） 

 次に、山田美代子議員。 

○１０番（山田美代子） 

 皆さん、おはようございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、一点質問させていただきます。 

 その前に、私の毎日のルーチンでもあります、通学路パトロールの様子を少し聞い

ていただきたいと思います。 

 今週に入り、朝から本当に暑い日が続いております。子どもたちは学校に着くまで

に水筒のお茶がなくなることもしばしばあります。昨日のことですけども、熱中症に

なったら、もう既に学校着く前に熱中症だわと、もうこれで学校に着いて教室のエア

コンがついてなかったら校長室に抗議に行くとか子どもたちは盛り上がってます。そ

して６年生の女の子から、本当にこれ昨日、６年生の女の子が寄ってきて私に教えて

くれたんですね。今、社会の授業で、国会や小牧市議会も見ると。最初何人か映って

たんでしょうね。知らない人ばっかりだったからしーんとしてたと、私が映ったとき

に、あっ何々くんのおばあちゃんだと盛り上がったといううれしいことを言ってくれ

ました。私が子どもたちと一緒に歩くコースは、直線距離は分かりませんが、安全を

確保した通学路というものがありますので、分かりませんけども集合場所から、まず
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集合場所に行くまでに数分かかります。そして、集合場所から大体小牧小学校まで25

分ほどかかるんですね。 

○議長（小島倫明） 

 山田議員、通告の質問ではございませんけども。 

○１０番（山田美代子） 

 結びつきますので。 

○議長（小島倫明） 

 早速やってください。 

○１０番（山田美代子） 

 すみません、結びつきますので。桃花台地域のことも少しお話ししたら篠岡地区と

言ってもぴんとこないので、桃花台地区のことを話したんですね。今25分ぐらいかか

って行ってる子も、これ倍になったらどうするって言ったらもう即答、学校行きたく

ないです。昨日、本会議場で、学校再編で通学路についての議論がされていましたが。 

○議長（小島倫明） 

 山田議員、通告が違います。 

○１０番（山田美代子） 

 すいません、続きますので。 

○議長（小島倫明） 

 続いちゃ駄目です。 

○１０番（山田美代子） 

 そのときは重いランドセルを背負い、水筒を首からかけ、できたら両手にお道具セ

ット、プールの用意のバッグなどを持つことをお勧めします。 

 これで終わります。すみません。ここまでやれば、シミュレーションはばっちりで

す。では。 

○議長（小島倫明） 

 昨日、猪飼議員がその点やられましたから。あなたが通告してませんよ。 

○１０番（山田美代子） 

 すみません。 

 では、質問項目１、「こまき『夢☆チャレンジ』科」について質問させていただき

ます。 

 令和７年４月から市内小中学校に新たな教科、「こまき『夢☆チャレンジ科』」が

設けられました。文部科学省の授業時数特例制度を活用して、従来の総合的な学習の

充実を図る狙いがあるようですが、小学校４年生から６年生では主要４科目の履修時
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間を年35時間、中学校１年から３年では主要５科目の履修時間を年20時間削り、その

分を「こまき『夢☆チャレンジ』科」に充てるということなのですが、主要科目の履

修時間が削られることにより、児童生徒の基本的な学力の低下につながりはしないで

しょうか。様々な課題を抱える教育現場において、教員の負担がさらに増すのではな

いでしょうか。児童生徒の戸惑いはないのかなどなど心配がありますので、質問いた

します。 

 （１）創設の経緯についてです。 

 総合的な学習の時間は、これまで年間70時間行ってきたわけですが、その事業の振

り返りや反省等で時間が足りない、もう少し時間が欲しいといった意見等が教員や児

童生徒から挙がっていたのでしょうか。 

 私はここが一番気になりました。 

 アとして、教育現場の教員等からの要望はありましたか、お尋ねいたします。 

 （２）実施内容についてです。 

 総合的な学習の時間の充実が目的であるのなら、あえて、「こまき『夢☆チャレン

ジ』科」を創設する必要性があるのか疑問を感じています。 

 アとして、従来の総合的な学習の時間との違いをお尋ねいたします。 

 イとして、小中学校で削られる科目についてお尋ねいたします。 

 ウとして、削られた科目はどのようにして補うのか、お尋ねいたします。 

 エとして、探究的な学びにおける学校図書館の活用方法をお尋ねいたします。 

 （３）実施後の検証についてです。 

 まだ始まったばかりのこの夢☆チャレンジ科ですが、ある一定期間を過ぎた時点で

の検証は必要だと考えますが、その検証方法についてお尋ねいたします。 

 以上１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目１について答弁を求めます。 

○教育部長（矢本博士） 

 質問項目１、「こまき『夢☆チャレンジ』科」について。 

 （１）創設の経緯について、教育現場の教員等から要望があったのかとのお尋ねで

あります。 

 「こまき『夢☆チャレンジ』科」の創設につきましては、学校の教員等から要望が

あったわけではありません。文部科学省等から示される今後の教育の展望に鑑み、市

教育委員会として、児童生徒が個々に課題を持ち、探究的に学ぶことで、これからの

社会を生き抜く力として、課題解決力、創造力、調整力を児童生徒に身に付けさせた
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いと願い、導入することとしたものであります。 

 続きまして、（２）実施内容について、アとして、従来の総合的な学習の時間との

違いについてであります。 

 従来の総合的な学習の時間は、学年や学校ごとにテーマを設定し、調べ学習を行い、

発表を行うといった流れで学習に取り組んでいきました。 

 一方、「こまき『夢☆チャレンジ』科」では、テーマ設定において、児童生徒一人

一人が調べてみたいことや日頃から抱いていた疑問等を基に課題を設定いたします。 

 また、探究活動においては、調べて発表して終わるのではなく、５つのステップと

して、１、課題の設定、２、情報の収集、３、整理・分析、４、まとめ・表現、５、

振り返り・改善を行い、振り返りの中で新たに出てきた疑問や課題について、さらに

探究を続けていくという探究のサイクルを重視しております。 

 続きまして、イとして、具体的に削られる科目についてであります。 

 削るという表現は適切ではないと考えますが、小学校では国語、社会、算数、理科

から、中学校では国語、社会、数学、理科、英語から各教科の探究的、発展・応用的

な内容について、それぞれ35時間と20時間を総合的な学習の時間に拡充いたします。 

 続きまして、ウとして、削られた科目はどのように補うのかとのお尋ねであります。 

 令和６年第３回定例会の一般質問で、河内光議員にお答えしましたとおり、各教科

の授業時数の一部を総合的な学習の時間の拡充に充てますが、総合的な学習の時間に

つきましては、もともとが国語や算数など各教科で身に付けた知識・技能等を活用し

て、より多面的・多角的に探究的な学びをする教科であります。 

 また、授業時数を削減する科目におきましても、学習内容自体を削減するものでは

ありません。探究的な学びの考え方を各教科等でも取り入れて、学んだ基礎を生かし、

応用発展的に教科の本質に即した深い学びにつなげることを目指しているところであ

ります。 

 また、探究的な学びを通して各教科の知識や技能を身に付けるだけではなく、自己

の創造性を発揮して問題解決能力を高めることができるので、昨今の高校や大学が求

めている力にもつながり、入試はもとより、子どもたちの将来を通して大いに役立つ

ものになると考えております。 

 さらには、文部科学省の担当者からも、探究的な学びの充実が子どもたちの学力の

向上につながるといったデータが示されたところであり、目指す方向性に問題はない

と考えております。 

 続きまして、エとして、探究的な学びにおける学校図書館の活用方法についてであ

ります。 
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 学校図書館は、読書センター、学習センター、情報センターという３つの機能を有

しており、児童生徒が探究的な学びを行う際には、学習センターや情報センターとし

ての機能を活用し、辞典や資料、図表等を用いて調べ学習を行います。 

 なお、「こまき『夢☆チャレンジ』科」においては、学校図書館を活用した学習の

みならず、探究的な活動を支える高校や大学、地域、保護者、企業、団体といった探

究パートナーと連携することで、個々の子どもたちが夢を持って、それにチャレンジ

できる「こども夢・チャレンジＮｏ．１都市」の基本理念に則った、より発展的で持

続可能な探究的な学びを推進していきたいと考えているところであります。 

 続きまして、（３）実施後の検証についてであります。検証方法についてのお尋ね

であります。 

 探究的な活動にどのような効果があったのかを検証するために、効果測定を実施す

る予定をしております。具体的には、児童生徒や教職員にアンケートを採り、それを

分析することで、今後の事業につなげていきたいと考えております。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 では再質問に入ります。（１）についての再質問です。答弁では、教育現場からの

要望ではないことが分かりました。教員の方からは手探りでやるしかないという声も

お聞きしていました。教職員への負担はありませんか、お尋ねいたします。 

○教育部長（矢本博士） 

 「こまき『夢☆チャレンジ』科」おける実際の探究活動は、１人の教員が担当する

のではなく、複数の教員がチームを組んで担当することとなるため、必ずしも個々の

負担が大きいものになるとは考えておりません。 

 また、令和７年第１回定例会の一般質問で伊藤皇士郎議員にお答えしましたとおり、

「こまき『夢☆チャレンジ』科」を含めた総合的な学習の時間の拡充に向けては、市

教育委員会といたしましても、学校の支援に努めているところであります。 

 具体的には、準備段階において、各校の探究的な活動が円滑に実施できるように、

市教育委員会が取組の骨格を策定したり、モデルカリキュラムの作成や参考となる活

動例を紹介したり、先進地の視察等を支援したりするなど、協力して準備を進めてま

いりました。 

 また、高校や大学、様々な団体や企業に働きかけることで、探究パートナーとなっ

ていただき、探究パートナーのリストを作成し、各小中学校に積極的に紹介しており

ます。 

 今後も事例や課題等、情報を共有しながら各校の探究的な活動を支援していきたい
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と考えております。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 導入の理由についてですね、文部科学省等から示される今後の教育の展望に鑑みと

あり、また、授業時数特例制度を活用することもありますが、それは何か活用するメ

リット等とかはあるのでしょうか、お尋ねいたします。 

○教育部長（矢本博士） 

 令和６年第３回定例会の一般質問で、河内光議員にお答えしましたとおり、これか

らの社会は、グローバル化やＤＸ化がますます進展をし、より変化の激しい予測困難

な社会になると考えられます。そうした状況を乗り越えて、子どもたち一人一人が持

続可能な社会の担い手となり、それぞれの幸せや生きがいを感じられるようにするこ

とが大切であります。 

 そのため、これからの子どもたちには、自らの課題を見いだし解決していく課題解

決力や、豊かな感性や幅広い好奇心、柔軟な思考で新たな考えや価値観を生み出す創

造力、自他のよさを尊重し多様な他者と立場や価値観の違いを越えて協働する調整力

が求められており、そうした力を子どもたちに身に付けさせていくことが課題であり、

そのためには探究的な学びの充実が重要な意味を持つと考えているところであります。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 探究的な学びの充実、本当に大切だと思います。これからのですね、子どもたちが

社会を生き抜くためには、内容については私もいい取組だなというふうに感じており

ます。 

 １についての最後の質問をさせていただきます。再度のちょっと確認になりますが、

この「こまき『夢☆チャレンジ』科」は、誰が案を示し、どのような経緯で、理由で

導入決定に至ったか、ちょっと再度確認のためにお尋ねいたします。 

○教育部長（矢本博士） 

 先ほどの答弁の繰り返しとなりますが、教育委員会といたしましては、文部省、文

部科学省等から示される今後の教育の展望に鑑み、児童生徒が個々に課題を持ち、探

究的に学ぶことで、これからの社会を生き抜く力として、課題解決力、想像力、調整

力を児童生徒に身に付けさせたいと願い、導入することとしたものであります。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 答弁ありがとうございます。その点については、後で少し触れさせていただきます。 
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 （２）の再質問に入ります。従来の総合的な学習の時間、さらにそれを深める、充

実するということが分かりましたけども、何が違うのか、総合的な学習との大きな違

いですね。もう少し分かりやすく説明をお願いいたします。 

○教育部長（矢本博士） 

 これも先ほどの繰り返しの答弁となりますが、「こまき『夢☆チャレンジ』科」で

は、従来の総合的な学習とは異なり、児童一人一人が調べてみたいことや、日頃から

抱いていた疑問等を基に課題を設定いたします。また、探究活動においては、調べて

発表して終わるのではなく、振り返りの中で新たに出てきた疑問や課題について、さ

らに探究を続けていくという、探究のサイクルを重視しております。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 （２）のイの再質問です。小学校で35時間、中学校で20時間を削るという表現がよ

くないというふうに言われましたけど、実際はその分を削るということですが、全体

の授業時数の割合とかを見たときに、小学校が35時間って結構割合として大きいと思

うんですね。中学校は20時間、全体の授業時数からすると、この割合がちょっと気に

なるんですけど、この35時間、20時間としたこと、何か理由というものはありますか、

お尋ねいたします。 

○教育部長（矢本博士） 

 授業時数の削るという表現ではないですけど、変更する割合ですが、これは文部科

学省の基準の範囲内ということでございます。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 答弁ありがとうございます。 

 では、ウの再質問として、授業時数を削っても学習内容は削られることはないと答

弁でしたが、本当にそういうことができるのか疑問です。 

 基礎を生かし、応用発展的に深い学びにつなげることを目指すということを言われ

てますけど、基礎部分が抜けてしまっては元も子もないのではないでしょうか。 

 今でもですね、授業のスピードが速い。途中で分からないことがあるとそのままに

なってしまい、塾に行かないといけないのでしょうかっていう、これは保護者の方の

声です。そこを後でまた質問しますけど、しっかり検証なんかに結びつけてやってほ

しいと思います。 

 （２）エの再質問です。前回の定例会、私の一般質問の中で、探究的な学びにおけ

る学校図書館の活用方法についてお尋ねしたところ、学校図書館は、読書センター、
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学習センター、情報センターという３つの機能を有しておりまして、読書離れが指摘

される現状におきまして、児童生徒が読書の楽しさを感じることができる工夫を学校

図書館として今後も続けていくことが大切であると考えております。また、今後、探

究的な学びを進めていこうとする中で、児童生徒の主体的な学びを支えたり、情報の

収集、選択、活用方法を育成したりするための学習情報センターとしての機能を充実

させるために、市立図書館とさらに連携を強化していきたいと考えておるところであ

ります。 

 教育長から答弁をいただいております。市立図書館とさらに連携を強化するお考え

について、もう少し具体的にどういうことをしていくのかというところをお尋ねいた

します。 

○教育部長（矢本博士） 

 これはですね、学校ごとに対応が異なるんですが、学校によりましては、市立図書

館図書のほうから司書の派遣をいたしまして、本の調べ方とか、そういったものをま

た中央図書館なりの調べ方なりを説明すると、そういったことでございます。 

 以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 本当にしっかり連携して、それには教員の司書教諭とか学校図書館の司書さんたち

との連携も必要になってくることは間違いないと思います。 

 それで先日、名古屋市の教育長に私、ちょっとそれるかもしれませんけど、学校は

探究的な学びにおいて学校図書館の活用が大事だっていうポイントであるということ

を教育長さんもおっしゃられてたので、どうやったら図書館の充実を進めることがで

きるのかということもお話ししている中で、やはり探究的な学びの中での学校図書館

の活用方法、どれだけ、情報センターとかいろいろな機能を有しておりますので、そ

このところは今の図書館、学校図書館もっともっと充実してほしいと思うんですけど、

この機会に充実していただくように、これは要望とさせていただきます。 

 最後（３）この「こまき『夢☆チャレンジ』科」の創設については、山下市長も愛

知県初だと、市長好きですもんね、あの県下初とかね、そういうことがね、それに対

して、中身についても探究な学びについては本当に私これからの子どもたちは、自分

でいろいろ学校調べたいことを調べ、探究的に学んでいくことは大事かなというふう

にもちろん思いますけども、児童生徒や教職員から今後アンケートを採り、それを分

析するというふうにおっしゃられましたけど、それに関してぜひ実行してほしいと思

うんですけど、いつ頃にとか、やはり最長でも年度末にはやっていただきたいなと思

うんですけど、もうこれ４月、５月に始まってます。現場からのアンケートなども早
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めに採っていただきたいと思いますけど、その時期についてちょっと最後お尋ねいた

します。 

○教育部長（矢本博士） 

 検証の時期でございますが、やはり１年を通しまして一通りの成果が確認できるも

のと考えておりますので、１年終わった後ということになろうかと思います。 

  以上であります。 

○１０番（山田美代子） 

 しっかり現場の声を聴いていただき次につなげていきたいと思います。 

 最後になりますけども、この「こまき『夢☆チャレンジ』科」のリーフレットがあ

るんですね。よく見ますと、すばらしいことがたくさん書いてあります。本当に何か

期待したいところです。 

 探究的な活動を通して未来を生き抜く力を育てたい、子どもたち一人一人がまだ見

ぬ自分に出会う喜び、それぞれの幸せや生きがいを見つけられる子どものために、こ

れからの社会というものは予測困難、変化の激しい社会、これを生き抜く、生き抜い

ていくための力をつくる。探究の課題については、今までは学年ごととか学校ごとに

テーマを決めて、課題を決め、情報収集、調べ、まとめ発表してきた。これからは、

マイ探究ということで、子どもたち一人一人が、自らがやはり課題を決め、情報収集、

整理、分析、まとめ、表現、それプラス今回はこれは振り返り、改善があるというこ

とです。本当にね。このリーフレットを見るとすばらしいことがたくさん盛り込まれ

ています。ただ、これは小学生には説明するものではないというふうには思いますが、

やはり本当にこれだけのいいものを作っているならしっかりやっぱり現場を見て、次

につなげていってほしいと思います。 

 最後にもう一言、各学校長、校長からの代弁でもあります。子どもたちからたくさ

ん元気をもらいます。小学校登下校時の見守りパトロールボランティアを募集してま

す。よろしくお願いします。 

 これで私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（小島倫明） 

 ここで暫時休憩いたします。再開は午後１時といたします。 

（午前11時50分 休 憩） 

 

 

（午後１時00分 再 開） 

○議長（小島倫明） 

5205
線

5205
線

5205
線
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 休憩前に引き続き会議を開きます。個人通告質問を続行いたします。 

○１２番（谷田貝将典） 

 皆さん、こんにちは。 

 今年は市制70周年ということで、私も70周年のポロシャツを着させていただきまし

た。今日は議長も局長も着ていただきましてありがとうございます。ぜひ理事者側の

皆さんも一緒に着て盛り上げていただけるとうれしいなと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

 それでは、議長のお許しをいただきましたので、質問項目１から質問を順次させて

いただきたいと思います。 

 質問項目１、小牧版マイニャンバー制度について質問させていただきます。 

 先月、こまき民主市議団の行政視察調査として、群馬県大泉町にマイニャンバー制

度について行政視察させていただきました。大変、大泉町は町長が名物な町長で、熱

量が大変ある方ということで、なんと町長自ら行政視察で答えていただけました。そ

ういう町長肝煎りの今回も政策ということで。 

 まず、このマイニャンバー制度という名前、これがいいだろうということを町長は

推していらっしゃいました。 

 マイニャンバー制度とは、まさにマイナンバー制度が今、浸透してきておりますが、

それにかけて、覚えやすくインパクトあるネーミングとしてつけられております。 

 例えば世代の方には、なめ猫と言えば分かるかもしれませんけども、皆さん知って

ますかね。はい、ありがとうございます。なめ猫の猫免許証の真面目な行政バージョ

ンといったようなものであります。ちょっとパネルを出します。こちらパネルの方に

ズームをお願いいたします。こちらはマイニャンバー制度の宣言証明書ということな

んですけども、予算上の問題で、実はこれマイニャンバーカードではないんですけど

も、愛猫へのお約束宣言、適正飼育宣言書というものに署名していただいて登録する

ことで宣言証明書と共に飼い猫のマイナンバーカードの役割をする飼い猫の写真や名

前、住所などが載った缶バッジを無料で作っていただけます。それを飼い猫につける

というのが日本初の制度でありまして、これによって迷子や徘徊してもどの子が迷子

になっているのかすぐ分かります。また、そのまま野良猫になったりしにくいという

ものもありますし、名前とか載ってるんでそこら辺の近所でふんなどをさせない、ふ

ん害をさせないということが、万が一した場合にも、犯人の猫が分かるというもので

もあります。また、愛猫心がさらに育まれまして、捨ててしまうことがないように啓

発する効果もあります。さらに、今後は災害時の対応としても連動させたいというこ

とでして、このマイニャンバー制度を使って様々な進化が期待されているというもの
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でした。 

 そもそもこの制度ができた経緯は、群馬県に群馬県動物愛護条例ができたことで、

飼い猫は屋内飼育を推進して、飼育環境向上と放し飼いや野良猫糞尿被害対策もあり、

猫も飼い主も、猫を飼っていない方も幸せに暮らせる町になるために作られました。

令和７年２月２日、ニャンニャンで猫の日なんですけども、こちらを事業開始日とし

て先ほども申しましたとおり、登録料は無料で登録するものです。 

 こちらを逆にしますけども、こちらの宣言書に先ほど登録していただいて、登録す

る際は飼い猫、愛猫の登録とともに、４つの愛猫へのお約束宣言をします。中身は私

は例えば愛猫トラちゃんに対して次のことを約束し、終生にわたって愛することを宣

言します。１、愛猫の飼養に当たっては、自己の責任において飼養が可能な適正な頭

数とする。また、２、愛猫の生態、習性及び生理を理解し、愛情を持って接するとと

もに、終生にわたり寄り添います。３、愛猫の健康及び安全を保持するとともに、愛

猫が飼い主以外の者に迷惑を及ぼさないように努めます。４、愛猫はできるかぎり室

内で飼育するように努めますと、この４つの宣言に署名してもらい、愛猫の写真を持

参してもらい、加工した缶バッジを交付されます。 

 これが、マイニャンバー制度のポスターになります。チラシなども配られておりま

して、こちらの中に、この飼われてる猫ちゃんの缶バッジが作ってもらえる。大きさ

はもっと小さいんですけどね、作ってもらって無料で頂けるというものになります。 

 ちなみに、まだ始まったばかりの制度でありますけども、現在165頭が登録してお

り、そして何よりも取り組みやすいのが、歳出も缶バッジメーカー６万円、資材は45

ミリの缶バッジ500個入りで１万3,000円、めちゃくちゃ安価です。というのが行政と

なりますとやっぱりこういう予算が気になるとこなんですけど、非常に安価にできる

ということでお勧めです。これカードになると2,000円になっちゃうらしいです。こ

れ、浜松市ではないんですけど民間がやろうとしたんですけど、2,000円になっちゃ

うんで、それよりも缶バッジのほうが安いよっていうことです。あと、首輪とかにも

つけれるっていう利点もあります。 

 また、啓発では、白猫プロジェクトという人気ゲームのキャラクターがありまして、

白猫のキャトラがマイニャンバー制度ＰＲ大使に任命されポスターにもなっておりま

す。載ってますね。宣伝してくれております。これらが大泉町の取組ですけども、本

市においても、野良猫去勢避妊補助金や不幸な猫を増やさないまちづくりコースとい

うふるさと納税、またペット避難所など、動物愛護、犬猫殺処分０に向けた政策が全

国に比べてもトップクラスだと私も自負しており、ぜひ小牧版愛猫へのお約束宣言や

マイニャンバー制度を小牧版で実施していただきたいと思っております。 
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 ぜひ、小牧版愛猫への制度をやってほしいんですけども、小牧市の場合は、飼い猫

のみならず、地域猫宣言もつくり、地域猫も宣言することで地域に愛される猫になる

とか、また、ワンちゃんのもぜひとも入れていただきたいと思っております。地域に

愛される猫になると思っておりますし、それによって地域猫もしっかりちゃんとふん

害とか糞尿とかの被害も地域猫をやってくださっている方も守ってくださるというこ

とも思います。より地域猫への理解も深まり、保護猫活動する方々にも安心して保護

猫を見守れるのではないかと私は思っております。 

 また、これは私のアイデアでございますが、今、例えばエアタグというような、Ｇ

ＰＳ内蔵のチップが大変安く、また、軽量化されてきておりまして、そういうものも

例えば缶バッジにつけるなどすると、今、猫がどこにいるか、スマホから把握できる

ため、こういうものを使ってもいいのではないかなと思っております。 

 またこれは、以前より地域猫を見守る方々、団体からも要望されていたものですけ

ども、地域猫宣言の場合は、登録された保護猫活動をされる方には、この人は野良猫

に餌をあげているんではなく、きちんと去勢避妊をした地域猫を見守ってくれるんだ

と一目でも分かるような腕章や、首からぶら下げるネーミングのカードなども進呈し

ていただけるとありがたいなと思っております。これは以前より、地域力をやる方々

が、しっかり去勢避妊した猫なのに、野良猫に餌やってるんじゃないかと、すごい地

域の人から怒られるっていう困り事がありまして要望されているものであります。 

 こういうものもぜひ合わせて進めていただけたらなと思っております。 

 また、市内にも先ほど言いましたが、愛犬家の方もたくさんいらっしゃいますので、

ワンちゃんも入れた小牧版マイワンニャンバー制度として取り組んでいただけたら日

本一のペットに優しい街、動物愛護の街として、本市への転入や定着のきっかけにも

なると考えております。 

 そこで質問させていただきます。 

 （１）小牧版マイワンニャンバー制度の導入について。 

 ア、飼い猫、野良猫の去勢避妊手術補助件数を問います。 

 イ、野良猫に関する小牧市への苦情の件数を問います。 

 ウ、本市の飼い犬の頭数を問います。 

 エ、犬猫殺処分の頭数を問います。 

 オ、不幸な猫を増やさないまちづくりコースのふるさと納税額を問います。 

 カ、お約束宣言（適正飼育宣言書）について問います。 

 キ、小牧版マイワンニャンバー制度の導入について問います。 

 以上、１回目の質問を終わります。 
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○議長（小島倫明） 

 質問項目１について答弁を求めます。 

○市民生活部次長（小川真治） 

 それでは質問項目１、小牧版マイワンニャンバー制度について。 

 （１）小牧版マイワンニャンバー制度の導入について、ア、飼い猫、野良猫の去勢

避妊手術補助件数についてであります。 

 本市における飼い猫の去勢避妊手術費の補助件数は、令和４年度は去勢が275件、

避妊が307件、令和５年度は去勢が266件、避妊が295件、令和６年度は去勢が252件、

避妊が265件であります。 

 また、飼い主のいない猫の去勢避妊手術費の補助件数は、令和４年度は去勢が37件、

避妊が50件、令和５年度は去勢が85件、避妊が140件、令和６年度は去勢が105件、避

妊が140件であります。 

 次に、イ、野良猫に関する小牧市への苦情の件数についてであります。 

 本市における野良猫に関する苦情の件数は、令和４年度は15件、令和５年度は７件、

令和６年度は４件であります。苦情の主な内容は、野良猫が自宅にふんをしていく、

野良猫が自宅で子猫を産んでしまったといったものであります。 

 次に、ウ、本市の飼い犬の数についてであります。 

 本市における飼い犬の登録頭数は、令和４年度末は１万126頭、令和５年度末は１

万166頭、令和６年度末は１万194頭で増加傾向にあります。 

 次に、エ、犬猫殺処分の頭数についてであります。 

 犬猫殺処分数の３年間の推移でありますが、本市における殺処分数は統計がありま

せんので、愛知県動物愛護センターの調べによる最新の公表データによりますと、愛

知県全体では、令和３年度は犬が198頭、猫が226頭、合計424頭。令和４年度は犬が

162頭、猫が173頭、合計335頭。令和５年度は、犬が148頭、猫が145頭、合計293頭と

なっており、近年は減少傾向にあります。 

 私からは以上となります。 

○地域活性化営業部次長（伊藤加代子） 

 続きまして、オ、不幸な猫を増やさないまちづくりコースのふるさと納税額につい

てのお尋ねであります。 

 本市のふるさと納税制度である「こまき応援寄附金」では、寄附者に寄附金の使い

みちを選んでいただける８つのコースを設けております。そのうちの一つとして、野

良猫去勢避妊事業に活用する「不幸な猫を増やさないまちづくりコース」を令和４年

度から設定しており、令和６年度の寄附額につきましては、191件、469万円余であり
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ます。 

 なお、この寄附額から事務的経費として約47％を差し引いた248万円余が「野良猫

去勢避妊事業基金」へ充当されることになります。 

 私からは以上となります。 

○市民生活部長（落合健一） 

 続きまして、カ、お約束宣言（適正飼育宣言書）について及びキの小牧版マイワン

ニャンバー制度導入についてでありますが、カとキにつきましては関連がありますの

で、一括して答弁をさせていただきます。 

 群馬県大泉町で導入されておりますマイニャンバー制度は、議員からも御説明があ

ったところでありますが、飼い猫の屋内飼育を推進することを目的として、飼い猫を

登録するとともに飼い主が適正飼育を宣言する制度であります。 

 現在、本市では、飼い猫を登録する制度は設けていませんが、小牧市快適で清潔な

まちづくり条例で、飼い猫は屋内飼育に努めるよう定めており、また、環境省でも交

通事故、争いによるけが、感染症などの危険から飼い猫を守るため、屋内飼育に努め

るよう啓発をしております。 

 また、地域猫とは、飼い主のいない猫のうち、地域住民の理解と協力の下、特定の

地域で生活し、餌やトイレの管理、そして去勢避妊手術を受け、一代限りの命を全う

するまで地域で見守る猫であり、屋外で適切に管理する取扱いとなっているところで

あります。 

 飼い犬に関しましては、狂犬病予防法により各市町村で登録が義務づけられている

ため、現状において登録制度としては十分機能しているものと考えており、愛知県の

動物の愛護及び管理に関する条例により係留義務が定められていることから、新たな

登録制度を導入する必要はないものと考えております。 

 こうした状況を踏まえつつ、群馬県大泉町で導入されていますマイニャンバー制度

は、令和６年10月に「群馬県動物の愛護および管理に関する条例」で飼い猫の屋内飼

育が努力義務化されたことを契機に制度化されたものでありますが、施行されてから

日も浅く、その効果も十分に検証されていないことから、今後の状況を見守りつつ、

他市町村の動向も注視しながら調査研究をしていきたいと考えております。 

 以上であります。 

○１２番（谷田貝将典） 

 御答弁ありがとうございました。それぞれ細かい数値まで調べていただきまして本

当にありがとうございました。 

 まずですね、やはり小牧も野良猫の去勢避妊の補助金も、市長も頑張っていただい
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て額を上げていただいたのもあって、大変数が多い数、市民の方々より頑張っていた

だいているということで、合計517件かなというのもありまして、大変感謝しており

ます。これっていうのはあくまでやはり市民の方たちに野良猫対策っていうのをやっ

ていただいてる。なかなか行政でやるってのは難しい話になってきますので、そうい

う意味では代わりにこういう補助金なども設けて助けていただいてるっていう、ここ

はほんとに他市町の保護猫活動している団体さんとか人から聞くと、小牧市は本当い

いねっていうこと、大変喜びの声と聞きます。 

 あと、ウで飼い犬の数なんですけど、これは狂犬病ワクチンとかいろんなワクチン

とか犬はあるもんですから、頭数というのは大体把握できるんですけど、これ猫ちゃ

んは把握できないんですよね。野良猫もなかなか、野良猫何匹いるんだって市に調べ

ろってのは無理だと思うんですけど、このマイワンニャンバー制度をやることによっ

て、これがしっかり周知されて拡大されていけば、大体の飼い猫の数、これを要はバ

ッジを作りたいよ、宣言してもらってバッジを作りたいよっていう方とか来ていただ

けたら、大体飼い猫の数が何頭ぐらい、野良猫だけど去勢避妊して、これちゃんと地

域猫としてやっている方は何人ぐらいというのも大体把握できるもんですから、要は

犬は把握できないけど猫がこれで把握することができるっていうメリットもあるって

いうことなんですね。 

 それに一番、これ目的は、やっぱり犬猫の殺処分０に向けてっていうのは、私がこ

れずっとライフワークで、議会でも質問させていただいておりますけども、やっぱり

小さい命を守るっていうのは、犬猫っていうのは、人間のせいでこんだけ増えてます。

やっぱり責任を持って、人間がこの小さな命、しゃべれないですから守るということ

は責任があると、そこはやっぱり行政が力を入れてやるべきところもあるし、本を正

せばそういう捨てたりする人間が悪いわけですけど、やはりこうなった以上、助けて

あげてほしいということは思います。まだまだ、やっぱり減ったといえども293頭、

犬猫が殺処分されてしまってるっていう現状があるということで、まず、小牧市から

でも、これを０に向けて頑張ってまいりたいと私は思っております。行政もすごい助

けてくれてますので、これに関しては本当に感謝しかありません。 

 そんな中ですね、このふるさと納税の企画、これ先ほど大泉町に行ったときにも、

町長や職員さんともやり取りしたんですけども、大変大泉町も頑張られてて、町長肝

煎りでっていうことでお話しされましたが、小牧市ではこういうことをやってますよ

っていうこともお話ししたとき、逆に向こうもですね、すごいですねっていうことで

すごく聞いてくださいましてね。小牧のやってることも実は全国から比べたらすごい

突出して頑張ってやってくださってるんだなっていうことも感じさせていただきまし



                                 （概要版） 

－39－ 

た。 

 そんな中、このふるさと納税のコースの中で、先ほど基金になってるよって話を聞

いたんですけども、野良猫去勢避妊事業の基金の残高がちょっと気になりまして、そ

この野良猫去勢避妊事業の基金残高はどれぐらいなっているのかっていうのを再質問

させていただきたいと思います。 

○市民生活部次長（小川真治） 

 野良猫去勢避妊事業基金残高につきましては、こまき応援寄附金のうち、野良猫去

勢避妊事業に活用する「不幸な猫を増やさないまちづくりコース」に令和６年度御寄

附を頂きました469万円余から事務的経費を差し引いた248万円余と、基金利子の２万

円余を積み立てた結果、令和６年度末の基金残高は788万円余となっております。 

 以上でございます。 

○１２番（谷田貝将典） 

 ありがとうございます。これ本当に猫ちゃんのために788万円もの基金が残高にあ

るよっていうこと、これすごいことだなって思っておりますし、それぐらい今やはり

ペットっていうのは家族ですのでね、そういう基金、いわゆるふるさと納税とかする

ならば、こういう猫ちゃんたちのためにやってあげようって思う人が多いっていうこ

とであります。ただ、これ結構具体的に、初め野良猫の去勢避妊っていうの補助金も

お金かかりますしね。そこにっていう特化してやっていたんですけども、ぜひともで

すね、こんだけ額があるので、もう少し幅を広くしていただけるといいなと。例えば

ワンちゃんも含めたりですね、この飼い猫も含めて、そうすると、マイワンニャンバ

ー制度にもこの基金も活用していただけるのかなというふうに思っておりますので、

今後のまた状況に合わせてこのふるさと納税のコースの名前とか、使いみちっていう

のもまた考えていただけたらなと、柔軟に使えるように考えていただけたらありがた

いなと思っておりますので、そちらは要望とさせていただきたいと思います。 

 また、キの小牧版マイワンニャンバー制度についてですけども、ちょっと自分で考

えておきながらちょっと言いにくくて、すいません。小牧版マイワンニャンバー制度

なんですけども、先ほども何度も申させていただいていますが、これ一番はやはり、

何て言うんですかね、一番、猫ちゃん、ワンちゃんに対しての愛情っていうのをさら

に深めるということと、もう一つが野良猫を増やさない、野良犬は今いませんけどね、

ただその殺処分させないためにそういう愛護センターとか動物センターとかに持って

いかないように、飼い犬を捨てないようにさせるっていうのも多々ありますし、先ほ

ど言ったみたいにふん害っていうのが、先ほども苦情があるって言われましたが、こ

れも大きな問題です。地域猫をやってくださってることもすごく感謝なんですけども、
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中には、ふんの被害に関しては、あまりタッチしてない方もいらっしゃると聞いてお

りまして、そうすると、去勢避妊して餌はあげるけども、ふんとかはしょうがないじ

ゃないのみたいな、そういうちょっと勝手な判断では駄目ですので、やっぱそこまで

ふんとか尿もちゃんと管理してくださいねっていうのもこの宣言で言ってもらって、

ちゃんと責任を持ってもらうっていうメリットもあります。 

 そんな中、この制度をいきなりすぐやれっていうのも、もちろん難しいことだとは

私も思っておりますが、まず第一歩として、先ほども本文で少し述べさしてもらいま

したが、地域猫をやって活動してくださってる方の中で、やはり困るのが野良猫に餌

をあげてるわけじゃない、ちゃんと去勢避妊をして、さくら猫で耳にカットした猫ち

ゃんに餌をあげてるにもかかわらず、野良猫に何で餌をやってるんだと、結構猫が嫌

いな人ももちろんいますし、そういうふん害に遭って怒ってる人もいると思いますん

で、怒られてしまうと。そういう苦情が結構地域猫やってる人が言われてしまうとい

うのを悩まれておりました。これ本当に結構それが圧が強くて、本当に心を病まれて

る方も多くて、やはり堂々と、いや、去勢避妊をきちんとして、お金を立て替えたり、

こうやって補助金も使ったりいろいろ面倒なこともして堂々とやってるんだよってい

うために、腕章ないし、皆さんもつけているようなネーミングカードみたいな首から

ぶら下げるものであり、小牧市が認めたというか、ちゃんと制度として登録してもら

った人には、そういうこれ地域猫活動してますとか、何かそういうネーミングカード

を渡してあげて、堂々とその方たちがやれるようにしていただきたいと思います。こ

れも逆に言えば、本当に野良猫に餌をあげてる人たちがそういうカードを使ってしま

ったら、悪用されてはいけませんので、きちっと去勢避妊の補助金を受けた方はもち

ろんそうやってやってますから、にはお渡しするとか、何か条件もつけてやられると

大変助かるということは要望されております。 

 まずこの小牧版マイワンニャンバー制度の、第一歩として、まずこちらの今の身分

の野良猫の去勢避妊して、地域猫をやってるっていう身分のカード、もしくは腕章み

たいなものは作っていただけないかなと思いますが、予算もそんなに正直かからない

と思いますので、そちらの方の所見をお願いいたします。 

○市民生活部長（落合健一） 

 地域に住み着いた野良猫に対して、かわいいから、かわいそうだからという理由で、

ただ単に餌を与えるだけの行為は、周辺住民に迷惑をかけたり、トラブルにつながっ

たりすることから、地域猫活動を行う際には、餌やりやふんの始末を適切に行うなど、

周辺住民の理解が得られるよう配慮することが望まれております。 

 御提案いただきました餌やりなどの活動を適正に行っていることに関する宣言につ
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きましては、宣言書への署名によって自身の行動に対する意識づけが高まり、適切な

餌やりなどの活動の抑止につながると考えられます。 

 また、その宣言者に対して腕章などを配布することにつきましては、腕章などによ

り、視覚的に適正な活動者であることを示すことで、地域住民や関係者間での信頼性

の向上や情報共有にも役立つものと考えております。 

 その一方で、腕章をつけずに活動する方があった場合、地域住民などから市が認め

た活動ではないと思われることによるトラブルを招く懸念がございます。 

 こうした状況を鑑み、今後も市民の皆様と協力しながら、人と動物が共生できる安

心・安全なまちづくりに努めるとともに、御提案いただきました内容の実施について

検討していきたいと考えております。 

 以上です。 

○１２番（谷田貝将典） 

 前向きな検討する、ありがとうございます。大変うれしく思います。 

 本当にこのことは結構もう10年以上前から悩まれてて、私のほうに相談が結構来て

いた内容ですので、まず一歩として、ぜひ今後どういう形がいいのかっていうのも研

究しながら実施していただきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 最後に、私もこういう犬猫殺処分０に向けた質問というのは何年も続けていますが、

本当にこれ山下市長は大変前向きに捉えていただいて押し出していただいたおかげで、

ふるさと納税もそうですし、去勢避妊の野良猫の補助金も額を上げていただいたこと

もそうですし、ケージを貸出しをするとか、またペット避難の話なども考えていただ

けました、大変感謝しております。 

 今回の制度も含めて犬猫殺処分０に向けた考えや、今回の制度も含めて、今まで私

もちょっと質問させていただくことも含めて、ぜひとも市長からもお考えをいただき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○市長（山下史守朗） 

 谷田貝議員から動物愛護、特に猫や犬の殺処分０に向けてということで、以前から

何度もこの議場で取り上げていただいているところでございます。 

 やはり猫殺処分０というのは、非常に殺処分されるのはかわいそうですからね。率

直にこれは０にしていかなきゃいけないというふうに思ってますので、何とか皆さん

と協力しながら、そうしたことを目指して、これからも取り組んでいかなければなら

ないと思います。 

 小牧としても、できることはしっかりやっていきたいというふうに思っております。 

 最近では、少子化や高齢化の影響もあるのかもわかりませんが、ペットを飼いたい
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という方々が増えているように感じますし、私もそのように聞いているところであり

まして、家族の一員としてペットを迎えることで心の安らぎや潤い、生活の潤いだと

かぬくもりを求めるということだというふうに思います。 

 また、子どもの情操教育とかね、そういったことにもいい影響があるというふうに

も聞きますし、また心身に疾患や障害のある方、また高齢者などのやはり動物との触

れ合いを通じた癒やしやリハビリの効果なども期待をされるところでありまして、そ

うした愛玩動物というんですかね、ペットの社会的な役割というか、そうしたことが

非常に注目をされているところでございます。ただ、やっぱり命ある動物ですから、

やはり責任を持って最後までお世話をするということが大事でありまして、途中で面

倒を見切れなくなって捨ててしまうとかいうことがあってはならないわけでありまし

て、猫や犬もそうなんですけれども、よくふだんは地域にいない外来生物とか、そう

いったことも小牧市内でもアライグマでやらヌートリアやらいろんな動物がいるわけ

ですけど、やっぱりそういうのはペットからの地域に放たれてそのまま野生化すると

いうようなことがそういったことにもつながって、害獣にもなったりもしているとこ

ろでありますので、やはりそうしたことをしっかりルールを守って飼育をいただくと

いうことについて、市民の皆さん方にしっかりと認識をいただいて守っていただくこ

とが大事だというふうに思っております。 

 この動物愛護につきましては、動物愛護行政は愛知県が所管をしておりますので、

愛知県と協力をして、小牧市としても動物愛護に関する取組を進めてまいりたいとい

うふうに考えております。 

 また市独自の取組として、望まれない繁殖や周囲に対する迷惑の未然防止、野良猫

に起因する地域の問題などを減らすために、飼い犬、飼い猫及び飼い主のいない猫の

去勢避妊手術に対する補助金ということを交付をすることとなりまして、これは谷田

貝議員から強く要請もあったところでありまして、令和４年度からは、こまき応援寄

附金に「不幸な猫を増やさないまちづくりコース」を新たに設けまして、飼い主のい

ない猫の去勢避妊手術の助成金を全額寄附で賄えるようにさせていただいたところで

ございます。 

 県内市町村のこの犬猫去勢避妊手術に対する補助の実施状況を見てみますと、飼い

犬、飼い猫及び飼い主のいない猫の全てに対して補助を実施をしている市町村は、名

古屋市など一部に限られるところでございます。 

 また、先ほども答弁ありましたが、議員から御提案のありました猫の室内飼育の推

進につきましては、小牧市快適で清潔なまちづくり条例において、飼い猫は室内飼育

に努めるということを定めているところでありまして、ホームページや広報こまきな
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どを通じて啓発をしているところでございます。 

 県における犬猫殺処分数が減少傾向にあるということで、小牧だけはありませんが、

様々な取組がなされる中で、殺処分０に向けて一歩一歩前進ができてるのかなという

ことで、一定の効果が得られてきているのではないかというふうに考えるところでご

ざいます。いずれにしましても、さらに様々な取組を進める中で、殺処分０に向けて

取組を進めていければというふうに考えております。 

 今回、谷田貝議員から群馬県の大泉町の事例を御紹介いただきました。大泉の町長

さん、私もお会いしたことありまして、大変ユニークな方でね、先般、外国人集住都

市会議に小牧市で開催を昨年させていただいたときにも、小牧市にもお越しをいただ

いてお話をさせていただきましたが、４万人少しの町で8,000人以上外国人いるんで

すよね。大変なあの状況だなということでお聞きをしたところでありますが、そのと

きには犬猫の話は聞いてなかったんですけど、今御紹介いただいて、私も初めてそう

した取組があることを知りました。マイワンニャンバーカードということでありまし

て、マイワンニャンバーというのは谷田貝議員の造語だと思いますが、谷田貝議員セ

ンスがいいのか、あまりよくないのかよく分かりませんが、大変言いにくいのは間違

いないところでありまして、マイナンバーをもじってマイニャンバーとなっているん

ですね。犬につきましては先ほど来話がありますように、既に登録制度がありますの

で、新たな制度の必要性というのは少し薄いのかなと思いますが、飼い猫の登録制度

ということについては、一定のやはり効果はあるのではないかなと私個人的には感じ

ます。どうしても猫って私も猫飼ってますが、逃げないか心配でね。柵を設けたりと

かいろいろと飼い主として手を尽くすんですね。でも、やっぱりもしかしたら油断す

ると出ていかないかというのが心配で、出てってしまうとやっぱり飼い主は守りたい

けれども、なかなか見つけられないんじゃないか、もう戻ってこないんじゃないかと

いうようなリスクというのはやっぱりあるだろうなというふうに感じますので、マイ

クロチップを埋め込んだりとかいろいろありますが、首輪はなかなか嫌がって取っち

ゃうんじゃないかなと思いますんで、ちょっと厳しいんじゃないかと思うんですが、

その点は心配ありますのでね、何らかそうした一定の効果が得られるような制度であ

れば前向きに検討するのもいいかなとは思うんですが、ただ、じゃあ、何でやるって

言わないんだということですけども、これ、谷田貝議員だけじゃなくて、議員の皆さ

んや市民の皆さん方もそうなんですけど、いろんな御提案をいただくんです。いい提

案はいっぱいあるんですが、これ全て仕事が増えるんですよね。こういうこと言うと、

私、一昔前だったら市長何言ってんだと、市民のために仕事をいろいろ工夫してやる

のが仕事じゃないかっておっしゃられたと思うんですね。今でもそうだと思いますが、
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それもおっしゃるとおりなんですけど、ただ今、業務量がどんどんどんどん増大する

中で、職員を増やすことができない、非常に負担感が強まってるとこがあって、やっ

ぱり有効性などを検討しながら、何をやって何をやらないかということをやっぱり見

定めていく必要が出てきているような時代ですので、そういう意味では、安易になか

なかこれ一つ一つが全て職員の新たな業務になって積み上がっていくもんですから、

じゃあ、そのために１人雇うということになってくるということもあるわけですね。

ですからその辺りも踏まえると、やはり慎重に検討するということも必要でありまし

て、もうちょっと言うと、こういったいい制度であれば、やっぱり市民の皆さん方や、

例えば谷田貝議員がＮＰＯ法人作っていただくとか、とにかく市民団体とか市民活動

の中で取組をしていただく中で、予算的な部分はそんなにかからないと思いますので、

連携をさせていただくとか、そういった形で進んでいくんであれば、非常にスムーズ

に我々ももう少しいろんな取組について進めていけるのかなと思いますので、いろい

ろといい御提案をいただいてきてるんですが、全てが全ていいからといってじゃあ、

全部やろうということもなかなかこれは厳しいところがありますので、その辺り見定

めながら、とにかく一つ一つ市全体としていい方向に地域が向かっていくように、市

民の皆さん方と協力しながら進めてまいりたいというふうに思っております。 

 御提案いただいた件については、できるかぎりこれは前向きに考えていきたいとい

うふうに思っておりますので、また引き続きよろしくお願い申し上げたいと思います。 

○１２番（谷田貝将典） 

 市長、しっかり御答弁いただきましてありがとうございました。また思いも含めて

大変伝わりました。猫も御自身も飼ってらっしゃるっていうことで、やっぱりそれが

一番実感と感覚というか、困ったこと、いいことも両方分かられると思いますんで、

大変いい御答弁いただいたと思っております。 

 市長おっしゃったとおり、確かに仕事量は増えてしまうということもあると思いま

す。これ実は最後に、私さっき言った首から提げるカードとか腕章というのは、その

団体、地域猫やってる団体が、もちろん我々が勝手に作ってやろうと思ったんだけど

も、やっぱりそれは勝手にやることは誰でもいつでもできちゃうんですけど、やっぱ

り小牧市が出してるっていうところで、その一個の保証っていうか、この人たちはた

だ単に自分の、自分勝手にやってるわけじゃないっていうところのお墨付きが欲しい

というのでお願いされてるっていう面もございまして、マイニャンバー制度みたいな

感じのバッジみたいなのは、またその次の段階かもしれませんが、まずその腕章、ネ

ーミングカードみたいなのは、そんなに作業としてかからないと思いますので、そち

らをまず第一歩に進めていただけたら、先ほど部長からちょっと前向きな答弁いただ
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きましたので、大変になる、もしあんまり大変だったら私も手伝いますんで、言って

くだされば、進めていただけたらありがたいなと思っております。 

 何はともあれ、本当に今回群馬県の大泉町を行かせていただきました。行政視察と

いうものの在り方も最近問われてはいますが、やはり現地に行ったから分かることっ

ていうのもたくさんありましたし、やはり町長から直接思いを聞いたことも大事非常

に重要なことでしたし、職員さんたちの熱量も大変熱かったです。これは、やはり行

政視察行って、こうやって質問に、市政に生かすっていうことも大切さを学ばせてい

ただきましたので今回質問させていただきました。また行政視察先には大変感謝申し

上げまして、また日々会派を含めて勉強してまいりたいと思っております。 

 これで私の質問は全て終わらせていただきたいと思います。どうもありがとうござ

いました。 

○議長（小島倫明） 

 次に、小沢国大議員。 

○２１番（小沢国大） 

 皆様こんにちは。今定例会最後の一般質問者となりました。質問に入ります前に、

私が市議会議員として活動させていただき、早13年半余がたとうとしております。 

 私が初めて議員として出席をした平成23年第４回定例会から数えて、今定例会とな

る令和７年第２回定例会は、私にとって55回目の定例会であります。小牧市議会では、

一般質問が実施することができない、議長、副議長、監査を除く全議員が一般質問を

実施することは、初めてのことと記憶をしております。今定例会では小牧市議会にと

ってよくない話が続いておりますが、小牧市議会議員に所属する一議員として正すと

ころは正し、この一般質問の時間においても、今まで以上に小牧市の明るい未来につ

ながるよう努めてまいりたいと思う所存であります。 

 それでは、先に通告させていただいております質問項目２点について質問をさせて

いただきます。 

 質問項目１、マイナンバーカードについて。 

 先ほどちょっと谷田貝議員からマイワンニャンバーのほうで質問があったところで

すが、こちらはマイナンバーカードということでよろしくお願いをいたします。 

 マイナンバー制度が導入されて今年で10年が経過しようとしています。最近では

様々なサービスが付与され、コンビニでの証明書の発行やマイナ保険証の導入等、利

便性の向上が図られ、各自治体におけるマイナンバーカードの交付率も８割近くにな

っていると聞くところであります。 

 そこで、現状について、次の点をお尋ねいたします。 
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 （１）交付率について、現状についてお伺いいたします。 

 （２）各サービスの利用状況について、マイナンバーカードを利用した証明書自動

交付サービスの利用状況についてお伺いをいたします。 

 以上で質問項目１、１回目の質問を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目１について答弁を求めます。 

○福祉部次長（山本格史） 

 質問項目１、マイナンバーカードについて、（１）交付率についての現状でござい

ます。 

 総務省が公表しております令和７年４月30日時点の国外利用分を除く保有枚数率で

申し上げます。 

 全国の保有枚数率78.4％に対し、本市の保有枚数率は79.5％でございます。 

 なお、この保有枚数率につきましては、交付枚数から死亡や有効期限切れなどによ

り廃止されたマイナンバーカードの枚数を除いた、現に保有されているマイナンバー

カードの枚数を令和６年１月１日時点の人口で除した数字でございます。 

 次に（２）の各サービスの利用状況について、マイナンバーカードを活用した証明

書自動交付サービスの利用状況でございます。 

 証明書自動交付サービス、以下、コンビニ交付と申し上げますが、この利用状況に

つきまして、証明書ごとに令和６年度の実績でお答えいたします。 

 住民票の写しにつきましては、全交付枚数６万6,586枚のうち、コンビニ交付枚数

は２万1,187枚で、コンビニ交付の割合は31.8％。 

 印鑑登録証明書につきましては、全交付枚数３万9,839枚のうち、コンビニ交付枚

数は１万5,525枚で、コンビニ交付の割合は39.0％。 

 所得課税証明書につきましては、全交付枚数２万2,329枚のうち、コンビニ交付枚

数は3,126枚で、コンビニ交付の割合は14.0％でございます。 

 なお、ただいま申し上げました全交付枚数につきましては、公用交付枚数は含まれ

ておりません。 

 以上でございます。 

○２１番（小沢国大） 

 ただいま御答弁をいただきました。 

 交付率についてお答えをいただきました。再発行を含むと100％近い数字になると

もお答えいただきましたが、全国平均より高い水準で小牧市はマイナンバーカードを

持っていることが分かりました。 
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 （２）で一つ再質問をさせていただきたいと思います。 

 各自治体によって発行できるメニューが異なっており、現状、小牧市では戸籍の発

行ができない状況であります。一昨日、鈴木裕士議員の一般質問の中で、マイナンバ

ーカードによる証明書の発行するための実機を庁舎に設置するとのお答えがあったと

ころであると思います。先ほどの答弁ですと、既に４割の方がコンビニでマイナンバ

ーカードを使い、何らかの証明書を発行したということですが、将来的にこの割合を

増やしていくことで窓口負担を大きく減らすことができると思いますが、戸籍証明書

発行を可能とする考えがないかお尋ねをいたします。 

○福祉部長（江口幸全） 

 戸籍謄本等のコンビニ交付につきましては、令和３年第３回定例会で熊澤議員にお

答えさせていただいたとおり、平成28年１月からのコンビニ交付導入に当たり、提供

サービスを検討した際、戸籍謄本等については、システム構成等の関係から、導入費

用がかさむことや、住民票と比べると交付件数が４分の１程度と少ないことなどから、

サービス提供を見送った経緯があり、令和５年度に戸籍情報システムの改修を終えた

後、再度、費用対効果を検証することとしておりました。 

 そうした中、令和６年３月から戸籍の広域交付が開始され、本籍地に限らず、どの

市区町村でも戸籍の交付を受けられるようになったことや、令和７年３月から旅券の

新規申請で、電子申請時に戸籍謄本の添付が不要となったことなど、状況が変化して

きているところです。 

 また、戸籍情報システムについても、令和５年度に終えた改修に引き続き、システ

ムの標準化や戸籍に氏名の振り仮名を記載するための事務を進めているところです。 

 このため、現在進めている一連の作業が完了した段階で、費用対効果などを検証し、

提供サービスに加えるかどうか検討してまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

○２１番（小沢国大） 

 ただいまお答えをいただきました。まだ振り仮名をしてる作業の途中であるという

ことで、今後検討していただけるというふうには思うわけでございます。 

 既に御承知のことかと思いますが、今月６月24日からｉＰｈｏｎｅでマイナンバー

カードの機能が利用できるようになるとのことでございます。 

 今後、マイナンバーカードに付加価値が加われば、さらに利用者も増えることが予

測され、市民サービスの向上と市民の負担軽減にもつながっていくと思いますので、

戸籍証明書の発行ができるように進めていただくようお願いをして、質問項目１を終

わりたいと思います。 
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 続きまして、質問項目２、多文化共生社会について質問をさせていただきます。 

 本市の外国籍の住民は、リーマン・ショックで大きく減少したものの、近年では増

加傾向にあります。しかし、小牧市国際交流協会の事業実績を見ると、本市の外国籍

の住民割合から見ても参加が少なく感じるところであります。もっと市政への参画を

はじめ、多くのイベント等にも参加してもらえるようにすべきと思いますが、本市の

状況について、次の点をお伺いいたします。 

 （１）外国籍の住民について。 

 アとして、外国籍の住民登録者数の推移についてお伺いいたします。 

 イとして、国籍別の割合についてお伺いいたします。 

 （２）多文化共生施策について。 

 アとして、現状についてお伺いいたします。 

 イとして、課題についてお伺いいたします。 

 （３）小牧市国際交流協会が実施している行事やイベント等への参加状況について、

現状についてお伺いをいたします。 

 以上で質問項２、１回目の質問を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（小島倫明） 

 質問項目２について答弁を求めます。 

○福祉部次長（山本格史） 

 質問項目２、多文化共生社会について。 

 （１）外国籍の住民についてのア、外国籍の住民登録者数の推移でございます。 

 本市に住民登録された方のうち外国籍の方の推移について、各年度末時点の登録者

数でお答えいたします。 

 令和２年度末で１万１人、令和３年度末で9,781人、令和４年度末で１万424人、令

和５年度末で１万788人、令和６年度末で１万1,309人となっております。 

 次に、イの国籍別の割合でございます。 

 ただいま申し上げました令和６年度末時点において、住民登録者数の割合が高い順

にお答えいたします。 

 外国籍住民登録者数は、１万1,309人で、このうちブラジルが2,894人で26.0％、ベ

トナムが2,408人で21.3％、フィリピンが1,643人で14.5％、中華人民共和国が999人

で8.8％、ペルーが733人で6.5％、インドネシアが553人で4.9％、ボリビアが501人で

4.4％、韓国及び朝鮮が386人で3.4％などとなっております。 

 私からは以上です。 

○市民生活部長（落合健一） 
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 続きまして（２）多文化共生施策について、アで現状についてのお尋ねであります。 

 本市では、外国人市民の増加、定住化、多国籍化を踏まえ、外国語版生活情報誌の

発行、庁内文書の翻訳、外国人相談窓口の設置など、多言語による情報発信や相談を

行い、外国人市民の生活支援に努めているところであります。 

 また、多文化共生の啓発を行う「多文化共生セミナー」や、日本人市民と外国人市

民が互いの文化を話し合う「多文化共生ワークショップ」を開催したり、災害時に避

難所などで通訳支援を行う「災害時外国人支援ボランティア」の募集・育成を行うな

ど、日本人市民と外国人市民が相互理解を深め、協働して支え合う多文化共生の地域

づくりを推進しているところであります。 

 近年では、ベトナムを中心にアジア圏の外国人市民が増加傾向にあることから、令

和２年度には外国語版生活情報誌にベトナム語を追加し、令和４年度には様々な言語

に対応できるテレビ電話形式の遠隔通訳サービスを導入、令和５年度には、外国人相

談窓口にベトナム語の外国人相談員を新たに配置するなど、外国人市民の状況を見な

がら多文化共生の推進を図っているところであります。 

 さらに市国際交流協会では、大人向けの日本語教室や就学前の子どもを対象とした

プレスクールを開催したり、日本人市民と外国人市民が文化を理解し、楽しく交流す

る「国際交流ふれあいフェスタ」や、国際理解講座、各国料理教室を開催するなど、

共生とふれあいをテーマに、１年を通じて様々なイベントを企画・実施し、国際交流

や多文化共生の推進を図っているところであります。 

 次に、イで課題についてであります。 

 多文化共生における課題は、ごみの出し方をはじめ、防災や交通安全、出産、子育

て、教育、就労、医療、保健など多岐にわたりますが、特に大きな課題といたしまし

ては、外国人市民の日本語習得の課題と、日本人市民の外国人市民に対する偏見や差

別などの意識の問題であると考えております。 

 日本語習得の課題につきましては、市国際交流協会において、市公民館で習得レベ

ル別の日本語教室を開催しておりますが、増加し続ける外国人市民のニーズに合わせ

て拡充を検討していく必要があると考えております。 

 外国人市民に対する差別や偏見など、意識の問題につきましては、多文化共生セミ

ナーやワークショップを開催して啓発活動などを行うほか、各地域における出前講座

や職員向け研修を行い、異文化理解の促進や、「やさしい日本語」を推奨し外国人市

民が日本語を学ぶことに加え、日本人市民もやさしい日本語を使ってコミュニケーシ

ョンが取れるよう取り組んでおりますが、一層の充実が必要と考えております。 

 しかしながら、多文化共生の課題は、冒頭でお答えしましたとおり多岐にわたるこ
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とから、市単独で解決していくには難しい面が多々あると感じておりますので、本市

も会員となっております「外国人集住都市会議」において、国に地域の実情を説明し、

多文化共生の推進に必要な制度改正や施策を提言して課題解決に取り組んでまいりた

いと考えております。 

 以上であります。 

○市民生活部次長（小川真治） 

 続きまして、（３）小牧市国際交流協会が実施している行事やイベントなどへの参

加状況の現状についてであります。 

 市国際交流協会が令和６年度に企画実施した子ども向けのデイキャンプと体験ツア

ーでは26名、日本料理教室では14名、また令和夏まつりに浴衣を着て参加する日本文

化教室では46名、外国語による119番通報の仕組みなどを学ぶ防災訓練では24名、災

害時に避難所等で通訳支援などを行う災害時外国人支援ボランティアの養成講座・実

地研修では16名、合計126名の外国人市民の方が事前申込みをして参加いただいてお

ります。 

 そのほか、国際交流ふれあいフェスタや総会後の交流パーティー、市民まつりのチ

ャリティーワールドレストランにおいても、国籍は確認しておりませんが、外国人市

民の方々に多数御参加いただいているところであります。 

 また、小牧山さくらまつりやこまき令和夏まつりなどにおいても、正確な数字は把

握はしておりませんが、外国人市民の方々も多く見かけるところであり、令和６年度

の市民まつりでは、パレードにベトナム人グループが参加していただいたところであ

ります。 

 今後も外国人市民の方々が、市のイベントなどに積極的に参加していただけるよう

な工夫をしていくとともに、多言語での周知に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○２１番（小沢国大） 

 それぞれ御答弁をいただきました。 

 それでは、幾つか再質問をしてまいりたいと思います。 

 まずは、外国籍の住民登録者数の推移と国籍別の割合についてお答えをいただきま

した。 

 近い将来、小牧市民の10人に１人が外国人という日もそんなに遠い未来ではないの

かなというふうに思います。 

 また、国籍別の割合についてもお答えをいただきました。以前は断トツでブラジル

人が多かったという認識でしたけども、東南アジア国籍の方々が増えているように感
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じました。小牧市の外国人は増えてきていますが、内訳が変わってきていることがよ

く分かりました。 

 続いて、多文化共生施策についてお尋ねをしたいと思います。 

 先ほど、多文化共生セミナーや多文化共生ワークショップ等の市として実施してい

る各事業についての説明がありました。この各事業の参加者数についてお尋ねをした

いと思います。よろしくお願いします。 

○市民生活部次長（小川真治） 

 多文化共生セミナーの参加人数につきましては、令和４年度は30名、令和５年度は

31名、令和６年度は、外国人住民の窓口対応について学ぶセミナーとしたため職員の

みを対象としましたが、29名の参加がありました。 

 次に、多文化共生ワークショップの参加人数につきましては、令和４年度は18名、

令和５年度は16名、令和６年度は20名の参加がありました。 

 なお、毎年参加者の約半数は外国人市民となっております。 

 以上でございます。 

○２１番（小沢国大） 

 御答弁をいただきました。 

 各事業、限られた人数で開催されており、重複で参加してみえる方もいらっしゃる

と思います。いろいろと工夫はされていると思いますが、参加者が固定化されている

こともあるのではないでしょうか。 

 そこで新たな試みを考えていく上で、多文化共生アドバイザー制度というものが国

の制度として設けられていますが、小牧市としてもこうした制度を活用してはいかが

でしょうか、答弁を求めたいと思います。 

○市民生活部長（落合健一） 

 多文化共生アドバイザー制度とは、総務省が実施しているもので、多文化共生の先

進的な取組を行っている地方自治体の担当部署又は職員を多文化共生アドバイザーと

して登録し、多文化共生に取り組もうとする地方自治体に先進的な取組事例に基づく

助言やノウハウを提供する制度であります。 

 本市におきましては、浜松市や鈴鹿市、豊田市などが会員都市となっております

「外国人集住都市会議」に参加しており、多文化共生に関する先進的な取組について

情報交換を行っているところであります。そのため、本市や市国際交流協会が主催す

るイベントに、多くの外国人市民が参加していただくためだけに多文化共生アドバイ

ザーを活用するのではなく、多文化共生推進プランの次期改訂時に、このアドバイザ

ーを活用することについて検討し、活用することとなった場合には、イベントなどの
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参加者を増やす取組について、併せて検討することが有益であると考えます。 

 また、本市は、「外国人集住都市会議」の会員都市でありますので、その会員都市

間での情報交換を通して、本市の多文化共生の推進につなげていきたいと考えており

ます。 

 以上であります。 

○２１番（小沢国大） 

 御答弁いただきました。 

 外国人集住都市会議で情報収集も引き続き行いながら、こうした第三者的な視点で

アドバイスをもらうのもよいことだというふうに思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 続いて、外国語版生活情報誌についてお尋ねをしたいと思います。 

 外国語版生活情報誌は小牧の情報を伝える大切な役割を担っていると考えておりま

すが、どのようにして、外国人の方々に届くようにされているのかお尋ねをいたしま

す。 

○市民生活部次長（小川真治） 

 外国版生活情報誌は毎月3,850部、「やさしい日本語」を含む６言語で発行をして

おります。直近の令和７年６月号の配布実績で申し上げますと、主な配布先といたし

ましては、自治会が845部、学校が754部、企業が325部となっており、特に自治会に

おきましては、区の広報配達員の方に御協力をお願いして外国人世帯に届けていただ

いているところであります。 

 また、公共施設や銀行、コンビニエンスストアなどにも置かせていただき、外国人

市民が手に取れるよう御協力をいただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○２１番（小沢国大） 

 御答弁いただきました。 

 せっかく良い情報誌であっても必要な人の手に渡って読んでもらうことが大事かと

いうふうには思いますので、既存の展開方法を継続しながら、より多くの外国人の

方々に入手していただけるよう引き続きよろしくお願いいたします。 

 課題についてもお答えをいただきました。多岐にわたり多くの課題があり、私も友

人、知人に外国籍の方がいるので話を聞くと、誰にどうやって相談したらいいか分か

らないというケースが一番多くよく言われるケースなんですけども、最近では翻訳ア

プリもありまして、一昔前と比べると、こうしたコミュニケーションも取りやすくな

ったのではないかなというふうに思います。今後そうした日本人と外国人との架け橋



                                 （概要版） 

－53－ 

となる環境づくりをどのように行っていくかということが大変重要になってくると感

じます。 

 以前、外国人の子どもたちの語学支援を行っている団体からの要望で、学習する施

設にＷｉ－Ｆｉを設置してほしいとの声もお伝えさせていただきましたが、随時進め

ていただいているとお聞きをしました。この件に関しては感謝を申し上げたいという

ふうに思います。市単独でできることは限られておりますけども、可能なことは大切

な住民の声として、課題解決に向けた取組をお願いしたいというふうに思います。 

 最後に、小牧市国際交流協会についてお答えをいただきました。 

 各行事の参加状況についてお答えをいただきましたが、外国人市民約１万1,000人

以上を超える外国人に対して、とても少なく感じたところであります。先ほどマイニ

ャンバー制度について、大泉町に視察をさせていただいた話を谷田貝議員からお話が

あったところでございますが、実は会派で行政調査に行ったこの多文化共生について

も学ばせていただいたんですね。大泉町は５人に１人が外国人という町でありまして、

住み暮らすだけではなく、協働してもらうということが実施されている町でして、小

牧市でももっと多くの場面で協力していただけるような体制づくりが大変重要になっ

てくるかなというふうに思います。 

 小牧市国際交流協会の会長は山下市長であり、今までのやり方から変化を加えてい

かなければいけない時期にも来てるんではないかなというふうに私は思うところでご

ざいますが、この多文化共生社会の実現に向けて、市長の御所見をお伺いいたします。 

○市長（山下史守朗） 

 多文化共生社会の推進ということでございます。 

 今いろいろと御紹介もいただきましたが、小牧市は多くの企業が集積をしているこ

ともありまして、以前からその企業で働く方が多いと思いますけれども、外国籍の市

民、外国人市民の方が多く暮らす全国でも有数の外国人集住都市であります。令和７

年４月１日現在の本市の外国人人口は１万1,309人ということで、約7.6％、人口が小

牧市が15万人を少し下回ったところでありますので、割合でいくと7.6％ということ

でございます。おおむね13人に１人が外国人市民ということでございます。いっとき

リーマン・ショックの後ぐっと減りましたけれども、当時8,000人、9,000人といった

ところをぐっと減って、またその後盛り返して、コロナもございましたが、その後増

加傾向にありまして、現在も増加傾向にあるということで、現在１万1,000人を超え

て過去最多というような状況でございます。 

 今後ですね、国のこの労働力不足の中での外国人の労働力の活用といった観点でも、

国の考えでも、さらにこの外国の方が日本で暮らしていくということは増えていく傾
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向にあるんだろうというふうに思いますし、小牧はそうした中で、以前からこの多文

化共生、早くから課題を感じ、またいろいろな課題を克服しながら取り組んできた歴

史があるわけですけれども、多くの方が定住化、永住化をするような傾向にもありま

すので、そうした中で、小牧で生まれ育った外国人の皆さんのお子さんが多くこの小

牧の小・中学校に通い、日本人と共に学びながら、そしてまた、就職をしていくとこ

ういったことにあるわけでございます。 

 そうした中で、様々な課題が、やっぱり学校現場だとか地域だとかであるわけで、

その一つ一つをこれまでいろいろと現場で話し合って知恵を出しながら解決に向けて

努力をしてきたわけでありまして、なかなか国がですね、企業、国や企業で労働力と

して受け入れるんですけれども、それに伴う、この生活は地域でありますのでね。そ

れに伴う様々な共生の課題というのが、どちらか国が基本的に直接何もやらないもん

ですからね。地域任せ、自治体任せということで、そうした中でいろんな課題でも自

治体だけで解決できない課題がありまして、そうした課題、現場から国に持ち上げて、

その解決を促してきて、少しずつ制度が整ったり、課題解決に向けてということで動

いてきたのは、この20年以上の歴史だというふうに思っております。まだ今でも少し

ずつ動いておりますが、いまだに主体は地域、自治体にあるということを感じます。 

 そうした中で、本市として、部長からも先ほど来答弁もありますが、様々なことを

やってまいりました、議員からも御紹介ありました外国語版の生活情報誌の発行や、

外国人相談窓口の設置、多文化共生セミナーやワークショップの開催、市国際交流協

会との連携による交流イベントの開催など行ってきております。また災害時の避難所

などで外国人をサポートする災害時外国人支援ボランティアにつきましては、現状69

名の方が登録をいただいておりますが、その約半数が日本語が話せる外国人市民とい

うことでございます。また令和５年度には、自治会の区長を外国籍市民をお務めいた

だいたところもあるようでありますし、外国人市民の方が担う地域や市民まつりのパ

レードなどにベトナム人やペルー人とか、いろいろとグループの方が参加されたりと

いった事例もございますので、積極的に地域の行事イベントに参加をしようという、

そして外国人グループの方も見られるわけであります。 

 私、今、議員からもお話がありましたが、小牧市国際交流協会の会長をやっており

ますが、市ももちろん多文化共生施策として立案をし、調整をしてやっておりますけ

れども、実際の日本語教室であったり料理教室であったり、外国のことを学んだり交

流、多文化共生の施策の多くの実働を市の国際交流協会が担っておりまして、実を上

げてきていると思います。ただ、毎年ふれあいフェスタなどのイベント開催しますが、

私も就任以来ずっと感じているのは、やっぱりこれだけ外国籍の市民が多いんだけれ
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ども、なかなかその参加人数少ない。なかなかその交流が拡大しないという悩み、課

題というのは私もずっと感じてまいりました。いろいろと声がけをしたり、工夫はし

てきているんですけれども、現実そういった状況に今でもあるように感じます。 

 なかなか今、特効薬、突破口ということで明確なことを申し上げられないんですが、

外国人の方は外国人のコミュニティをつくりながら、上手に生活しておられる部分も

あろうかと思いますが、ただ、いざというときの備えだとか、あるいはお困り事の支

援等については、市としてもあるいは国際交流協会を通じてもいろいろと施策を持っ

ておりますので、窓口も持っておりますので、そうしたことで、またネットワークの

中で、何かあれば御相談をいただけるような、あるいは窓口に来ていただけるような

形でコミュニケーションを図れているのではないかなというふうにも感じております。 

 課題は多くございます。教育、就労、防災などもそうですし、多方面にわたるわけ

ですが、先ほど申し上げたように、本市のみで解決できない課題につきましては、国

なども巻き込んでいかなければなりませんので、豊田市や浜松市や鈴鹿市など、外国

住民が多く暮らす全国10都市が会員都市になっております外国人集住都市会議、本市

も会員になっておりまして、昨年の１月には本市でもその会議を開催をいたしました。

様々な意見交換を踏まえて、学識者等も交えて必要な提言などを国などに行っており

ます。出入国在留管理庁をはじめ、文科省、厚労省、総務省などの国の部長級、課長

級の町長の関係者などにもお越しをいただいて、直接的な意見交換を重ねながら、企

業内の日本語教育の推進や日本語指導担当教員の定数改善、多文化共生施策に係る自

治体への財政支援などの政策提言も近年行っているところでございます。少し長くな

ってしまいましたが、非常に難しい部分ございますけれども、年々前進しているとい

うことは間違いないところでありまして、我々の外国人市民を多く抱える自治体が率

先して、地域の課題を国など関係機関にも伝えながら、全体として、日本全体として

ですね、やっぱり外国人を受け入れて、外国人のために外国人優遇施策をやるという

ことじゃなくて、地域で日本人も課題を感じている部分もございますし、外国人もや

っぱり日本人の社会がうまく円滑にこれからも活力を持って安全安心な社会を持続し

ていくためには、やはり外国人の皆さん方との共生、そのまたお力もお借りしていく

ことは不可欠だというふうな認識でおりますので、お互いに気持ちよく暮らせるよう

な多文化共生社会の実現ということは必須だというふうに思いますので、全ての市民

の皆さん方に、そうしたことも御理解いただけるように市としてもさらに努力をして

まいりたいというふうに考えております。 

 引き続きですね、自治会や事業者や教育関係者など様々な皆様方の御理解と御協力

をお願いを申し上げます。 
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 以上です。 

○２１番（小沢国大） 

 市長から御答弁をいただきました。同じ認識を持ってこういった施策にも取り組ん

でいただいていることがよく分かりました。ありがとうございました。 

 今定例会、別の角度から外国人の諸課題についても質問があったところであります

が、私としては小牧市に住み暮らす者として手と手を取り合って、お互いを理解して、

まちづくりを進めることにより小牧市が多文化共生社会が実現できると思っておりま

す。今後も小牧市に住み暮らす全ての人が、小牧に住んでてよかったと実感できるよ

うに努めていただきますようお願い申し上げまして、私の質問を全て終わりたいと思

います。ありがとうございました。 

○議長（小島倫明） 

 以上で、一般質問を終わります。 

 日程第２、「議案審議」に入ります。 

 議案第57号から議案第71号及び、議案第73号から議案第77号までの議案20件を一括

して議題といたします。 

 質疑に入ります。通告順に発言を許します。 

○２３番（河内伸一） 

 議案第70号「令和７年度小牧市一般会計補正予算（第１号）17款２項１目４節環境

整備費補助金、地域公共交通確保維持改善事業費補助金について」小牧市で自動運転

実証調査は、令和５年度、令和６年度と２か年実施されておりましたが、国の補助金

の制度改正を受けて、今年度の自動運転実証調査について市の方針に影響があるのか

お伺いいたします。 

○議長（小島倫明） 

 ただいまの質疑に対する答弁を求めます。 

○都市政策部長（舟橋朋昭） 

 国の補助金の制度改正を受けて、今年度の自動運転実証調査について、市の方針に

影響があるかについてのお尋ねであります。 

 本市では、これまで国土交通省所管の地域公共交通確保維持改善事業費補助金のう

ち、自動運転社会実装推奨推進事業を活用し、全額補助を受け、自動運転実証調査を

実施してきたところであります。 

 こうした中、国において、自動運転の普及・拡大の段階からステップアップして、

本格的な事業としての自立化を促すため、令和７年３月に当該補助金の交付要綱が改

正され、自動運転社会実装推進事業の補助対象経費の一部の補助率が全額補助から５
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分の４へ引き下げられました。 

 よって、この改正を受け、一般財源での負担が必要となるものであります。 

 お尋ねをいただきました。今年度の自動運転実証調査につきましては、令和７年第

１回定例会の牧政会の代表質問で佐藤悟議員にお答えしましたとおり、自動走行が可

能なバス型車両を引き続き使用して、こまき巡回バス「こまくる」の一部の路線を運

行し、走行性や安全性、社会受容性などの検証を深めていきたいと考えており、一般

財源による負担が発生することとなりますが、事業を予定どおり実施したいと考えて

おります。 

 その上で、これまでの実証調査で明らかとなった様々な課題を踏まえ、レベル４自

動運転の許認可に必要な諸条件の洗い出しやコストの検証等も行ってまいりたいと考

えております。 

 なお、実施場所は桃花台ニュータウン地内を予定しておりますが、具体的なルート

や実施期間等の事業内容につきましては、今後、補助金の採択結果を踏まえ決定して

いきたいと考えております。 

 以上です。 

○２３番（河内伸一） 

 再質問させていただきます。国の補助金の制度改正により今後一般財源を持ち出す

ことになるかと思いますが、自動運転の実証調査を今後ですね継続するのかお伺いい

たします。 

○都市政策部長（舟橋朋昭） 

 今後、一般財源を持ち出すことになるが、自動運転実証調査を継続すべきかについ

てのお尋ねでございます。 

 本市の自動運転実証調査につきましては、市民の日常生活の足を支えている「こま

くる」の将来的なサービス水準の維持に向け、懸念される運転手不足への対応策の一

つとして実施しているところであります。 

 しかしながら、自動運転に関しましては、現在も国等において、自動運転車両によ

る事故発生時の責任分担等の社会的ルールをはじめとした制度や技術、コストの面で

様々な検討がなされている状況にあります。 

 また、国内で運転手がいない状態での自動運転が可能となるレベル４自動運転の許

認可を取得している先行事例の多くは、専用道などの限定された空間での走行や、一

般道であっても、直線的かつ短距離といった比較的走行環境が整った区間での走行で

あるとともに、走行時等に不測の事態が発生した場合などに、即座にかつ安全に対応

するため、大型二種免許の取得者などが車内に常駐する有人での運行形態となってお
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ります。 

 こうしたことから、幹線道路のみならず、きめ細かなルートを設定している「こま

くる」において、大型二種免許を取得した運転手がいない状態での自動運転を早期に

導入することは難しい状況でありますが、今後、諸条件が整った場合に速やかに導入

できるよう、実証調査等の自動運転に関する調査研究は必要であると考えております。 

 また、自動運転導入の早期実現に向け、制度の確立等が早期に行われるよう国に対

し機会を捉え要請していくとともに、国の動向を注視していきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（小島倫明） 

 発言通告による質疑は終わりました。 

 ほかにありませんか。 

  （「なし」の声） 

 発言なしと認めます。 

 よって、質疑を終結いたします。 

 ただいま、議題といたしております議案第57号から議案第71号まで、及び議案第73

号から議案第77号までの議案20件については、会議規則第36条第１項の規定により、

議案委員会付託表のとおり、所管常任委員会に付託いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま、委員会付託といたしました議案20件は、会議規則第43条第１項の規定に

より、６月25日までに審査を終わるよう期限を付したいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」の声） 

 御異議なしと認めます。 

 よって、議案20件については６月25日までに審査を終わるよう期限を付することに

決しました。 

 以上をもって、本日の議事日程は全部終了いたしました。 

 次の本会議は、６月26日午前10時より開きますので、定刻までに御参集願います。 

 これをもって本日の会議は散会いたします。 

（午後２時31分 散 会） 
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令和７年小牧市議会第２回定例会議事日程（第４日） 

令和７年６月１８日午前１０時 開議 

 

第１ 一般質問 

  １ 個人通告質問 

第２ 議案審議 

自 議案第５７号 

至 議案第７１号 

 

質疑 

 

委員会付託 
自 議案第７３号 

至 議案第７７号 
  

 




